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各
国

の
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

税
制

比
較

表
 

  

 以
下

の
比

較
表

で
は

、
各

国
に

お
い

て
通

常
用

い
ら

れ
て

い
る

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

（
リ

ミ
テ

ッ
ド

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

）
に

関
す

る
一

般
的

な
課

税
関

係
を

記
載

し
て

い
る

た
め

、
個

々
の

ケ
ー

ス
の

事
実

関
係

等
に

応
じ

て
、

以
下

の
記

載
と

は
異

な
る

課
税

関
係

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

点
に

ご
留

意
く

だ
さ

い
。

な
お

、
特

定
の

目
的

（
ベ

ン
チ

ャ
ー

投
資

等
）
を

も
っ

て
組

成
さ

れ
る

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
対

象
外

と
し

て
い

ま
す

。
 

 所
得

を
課

税
標

準
と

す
る

税
に

係
る

課
税

関
係

を
記

載
し

て
お

り
、

間
接

税
、

流
通

税
等

に
つ

い
て

は
対

象
外

と
し

て
い

ま
す

。
 

 原
則

と
し

て
各

国
の

居
住

者
お

よ
び

内
国

法
人

が
パ

ー
ト
ナ

ー
で

あ
る

場
合

の
課

税
関

係
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

 

 

 
ア

メ
リ

カ
 

イ
ギ

リ
ス

 
フ

ラ
ン

ス
 

ド
イ

ツ
 

日
本

 

パ
ー

ト
ナ

ー

シ
ッ

プ
の

課

税
上

の
取

扱
い

 

 パ
ス

ス
ル

ー
課

税
（
た

だ
し

、
い

わ

ゆ
る

ch
ec

k 
th

e 
bo

x
に

よ
り

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
課

税
主

体
と

な
る

こ
と

も
選

択
で

き
る

。
以

下
で

は
パ

ス
ス

ル
ー

と
し

て
取

り
扱

わ
れ

る
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

に
つ

い
て

記
載

し

て
い

る
）
。

 

  パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

レ
ベ

ル
で

課

税
所

得
の

計
算

が
行

わ
れ

、
パ

ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
申

告
書

を
提

出

す
る

義
務

が
あ

る
。

 

 

 パ
ス

ス
ル

ー
課

税
。

 

  パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

レ
ベ

ル
で

課
税

所

得
の

計
算

が
行

わ
れ

、
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
申

告
書

を
提

出
す

る
義

務
が

あ

る
。

 

 

 原
則

と
し

て
、

パ
ス

ス
ル

ー
課

税
（
た

だ
し

、
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
課

税
主

体
と

な
る

こ
と

も
選

択
で

き
る

。
以

下

で
は

パ
ス

ス
ル

ー
と

し
て

取
り

扱
わ

れ

る
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
に

つ
い

て
記

載
し

て
い

る
）
。

 

  パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

レ
ベ

ル
で

課
税

所
得

の
計

算
が

行
わ

れ
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
申

告
書

を
提

出
す

る
義

務
が

あ
る

。
 

 パ
ス

ス
ル

ー
課

税
。

 

  パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

レ
ベ

ル
で

課
税

所

得
の

計
算

が
行

わ
れ

、
パ

ー
ト

ナ
ー

シ

ッ
プ

は
申

告
書

を
提

出
す

る
義

務
が

あ

る
（
た

だ
し

営
業

税
上

は
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

自
体

が
課

税
対

象
と

な
る

）
。

 

 パ
ス

ス
ル

ー
課

税
（
法

人
税

ま
た

は
所

得
税

は
組

合
レ

ベ
ル

で
は

課

さ
れ

ず
、

組
合

員
レ

ベ
ル

で
課

さ

れ
る

）
。

 

損
益

配
賦

お
よ

び
分

配

等
に

関
す

る

ル
ー

ル
 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

損
益

は
、

原
則

と
し

て
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

契
約

に
定

め
る

配
賦

割
合

に
応

じ
て

各

パ
ー

ト
ナ

ー
に

配
賦

さ
れ

る
。

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

損
益

は
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

契
約

に
定

め
る

配
賦

割
合

に

応
じ

て
各

パ
ー

ト
ナ

ー
に

配
賦

さ
れ

る
。

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

損
益

は
、

パ
ー

ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
契

約
に

定
め

る
配

賦
割

合
に

応
じ

て
各

パ
ー

ト
ナ

ー
に

配
賦

さ
れ

る
が

、
特

段
の

規
定

が
な

い
場

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

損
益

は
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

契
約

に
定

め
る

配
賦

割
合

に

応
じ

て
各

パ
ー

ト
ナ

ー
に

配
賦

さ
れ

る
。

 

 

 組
合

員
に

帰
属

す
る

損
益

の
額

は
、

組
合

契
約

等
に

定
め

る
分

配

割
合

に
応

じ
て

利
益

の
分

配
を

受

け
る

べ
き

金
額

ま
た

は
損

失
を

負
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 各
パ

ー
ト

ナ
ー

に
お

い
て

は
、

パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
か

ら
実

際
に

分

配
さ

れ
た

か
否

か
に

関
わ

ら
ず

、

損
益

が
配

賦
さ

れ
た

時
点

で
所

得

認
識

す
る

。
 

  所
得

区
分

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ

レ
ベ

ル
で

決
定

さ
れ

る
。

 

 個
人

パ
ー

ト
ナ

ー
は

、
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ

プ
損

益
が

配
賦

さ
れ

る
課

税
年

度
に

所
得

を
認

識
し

、
法

人
パ

ー
ト

ナ
ー

は
、

法
人

パ
ー

ト
ナ

ー
の

事
業

年
度

に

対
応

す
る

部
分

の
所

得
を

認
識

す
る

。
 

 

 所
得

区
分

は
原

則
と

し
て

パ
ー

ト
ナ

ー

シ
ッ

プ
レ

ベ
ル

で
決

定
さ

れ
る

（
例

外
と

し
て

パ
ー

ト
ナ

ー
が

同
種

の
業

務
を

営

む
場

合
に

は
、

パ
ー

ト
ナ

ー
の

所
得

分

類
に

よ
る

）
。

 

合
に

は
出

資
割

合
に

よ
り

行
わ

れ

る
。

 

  パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
事

業
年

度
末

に
お

い
て

、
パ

ー
ト
ナ

ー
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

所
得

を
認

識
す

る
。

 

 

 個
人

パ
ー

ト
ナ

ー
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
事

業
活

動
に

よ
っ

て
所

得
区

分
が

決
定

さ
れ

、
法

人
パ

ー
ト

ナ
ー

は
、

商
工

業
所

得
の

規
則

に
基

づ
い

て
課

税
所

得
が

計
算

さ
れ

る
。

 

 

 各
パ

ー
ト
ナ

ー
は

、
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
所

得
を

認
識

す
る

と
同

時
に

所
得

を

認
識

す
る

。
 

  所
得

区
分

は
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

レ
ベ

ル
で

決
定

さ
れ

る
。

事
業

を
行

う
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
に

お
け

る
パ

ー
ト

ナ
ー

の

所
得

は
、

原
則

と
し

て
、

事
業

所
得

と
し

て
取

り
扱

わ
れ

る
。

受
動

的
な

投
資

活

動
を

行
う

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

に
お

け
る

個
人

パ
ー

ト
ナ

ー
の

所
得

は
投

資
所

得
と

し
て

取
り

扱
わ

れ
る

。
 

担
す

べ
き

金
額

と
な

る
。

 

  原
則

と
し

て
、

組
合

員
の

各
事

業

年
度

に
対

応
す

る
組

合
事

業
に

係

る
損

益
が

組
合

員
の

各
事

業
年

度

に
帰

属
す

る
。

た
だ

し
、

一
定

の
場

合
に

は
組

合
事

業
の

計
算

期
間

の
終

了
の

日
の

属
す

る
組

合
員

の

各
事

業
年

度
に

帰
属

さ
せ

る
こ

と
も

で
き

る
。

 

出
資

時
の

パ
ー

ト
ナ

ー

の
課

税
関

係
 

 金
銭

出
資

・
現

物
出

資
（
無

形
資

産
の

出
資

を
含

む
）
→

課
税

関
係

は
生

じ
な

い
。

 

  含
み

損
益

の
あ

る
資

産
が

現
物

出

資
さ

れ
る

場
合

、
対

象
資

産
の

譲

渡
時

に
、

出
資

時
点

ま
で

の
含

み

損
益

は
出

資
パ

ー
ト

ナ
ー

に
、

出

資
後

の
含

み
損

益
は

各
パ

ー
ト
ナ

ー
に

配
賦

さ
れ

る
。

 

  労
務

の
出

資
→

労
務

の
出

資
に

よ

り
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

持
分

を
取

得

す
る

場
合

、
役

務
提

供
に

対
す

る

 金
銭

出
資

→
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
 

  現
物

出
資

の
場

合
、

対
象

資
産

の
う

ち
、

出
資

を
し

た
パ

ー
ト
ナ

ー
の

持
分

と

な
る

部
分

以
外

の
部

分
に

つ
い

て
は

、

他
の

パ
ー

ト
ナ

ー
に

対
し

て
時

価
で

資

産
の

譲
渡

が
あ

っ
た

も
の

と
し

て
課

税
さ

れ
る

。
 

  労
務

の
出

資
→

課
税

関
係

は
生

じ
な

い
。

 

 新
規

パ
ー

ト
ナ

ー
に

よ
る

追
加

出
資

時

に
お

い
て

、
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

出

資
割

合
に

変
更

が
あ

る
場

合
に

は
、

課

 金
銭

出
資

→
課

税
関

係
は

生
じ

な

い
。

 

  現
物

出
資

→
原

則
と

し
て

出
資

さ
れ

た
資

産
の

時
価

と
取

得
価

額
と

の
差

額
に

つ
い

て
、

出
資

パ
ー

ト
ナ

ー
が

出
資

時
に

課
税

さ
れ

る
。

 

  労
務

の
出

資
→

課
税

関
係

は
生

じ

な
い

。
 

 

 新
規

パ
ー

ト
ナ

ー
の

追
加

出
資

に
よ

り
、

既
存

パ
ー

ト
ナ

ー
に

は
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
 

 金
銭

出
資

→
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
 

  現
物

出
資

→
対

象
資

産
を

出
資

以
前

に
事

業
目

的
で

使
用

し
て

い
な

い
場

合
は

、
出

資
パ

ー
ト
ナ

ー
に

課
税

関
係

は
生

じ
な

い
。

事
業

目
的

で
使

用
し

て

い
た

場
合

は
、

出
資

時
に

課
税

関
係

は
生

じ
な

い
。

 

  労
務

の
出

資
→

課
税

関
係

は
生

じ
な

い
。

 

 

 新
規

パ
ー

ト
ナ

ー
の

追
加

出
資

に
よ

り
、

既
存

パ
ー

ト
ナ

ー
に

は
課

税
関

係

 金
銭

出
資

→
課

税
関

係
は

生
じ

な

い
。

 

  現
物

出
資

の
場

合
、

出
資

を
し

た

組
合

員
の

持
分

と
な

る
部

分
以

外

の
部

分
に

つ
い

て
は

、
課

税
さ

れ

る
。
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報
酬

と
し

て
課

税
さ

れ
る

。
た

だ

し
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

持
分

が
利

益
持

分
の

み
の

場
合

は
、

出
資

時

の
課

税
は

生
じ

な
い

。
 

  原
則

と
し

て
、

新
規

パ
ー

ト
ナ

ー
の

追
加

出
資

に
よ

り
、

既
存

パ
ー

ト
ナ

ー
に

つ
い

て
持

分
が

譲
渡

さ
れ

た

と
は

み
な

さ
れ

な
い

。
 

 

税
関

係
が

生
じ

る
可

能
性

が
あ

る
。

 
 

は
生

じ
な

い
。

 

 

償
還

時
の

パ
ー

ト
ナ

ー

の
課

税
関

係
 

 脱
退

パ
ー

ト
ナ

ー
に

お
い

て
パ

ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

持
分

の
譲

渡
益

（
最

終
分

配
額

と
分

配
時

の
パ

ー
ト

ナ

ー
シ

ッ
プ

持
分

の
税

務
基

準
額

の

差
額

）
に

つ
い

て
課

税
さ

れ
る

。
た

だ
し

、
分

配
財

産
が

一
定

の
現

物

財
産

で
あ

る
場

合
は

、
課

税
の

繰

り
延

べ
が

行
わ

れ
る

。
 

  最
後

の
分

配
が

金
銭

、
未

実
現

損

益
お

よ
び

一
定

の
棚

卸
資

産
に

よ

り
行

わ
れ

る
場

合
は

、
損

失
の

認

識
が

可
能

。
 

  脱
退

パ
ー

ト
ナ

ー
以

外
の

パ
ー

ト

ナ
ー

に
つ

い
て

、
課

税
関

係
は

生

じ
な

い
。
 

 脱
退

パ
ー

ト
ナ

ー
に

お
い

て
、

パ
ー

ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
か

ら
の

最
終

分
配

額
と

パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
持

分
の

簿
価

と
の

差

額
に

つ
い

て
課

税
さ

れ
る

。
 

  現
物

償
還

の
場

合
、

金
銭

を
受

け
取

る

パ
ー

ト
ナ

ー
か

ら
資

産
を

受
け

取
る

パ

ー
ト
ナ

ー
に

対
し

て
時

価
で

対
象

資
産

の
譲

渡
が

あ
っ

た
も

の
と

し
て

課
税

さ

れ
る

。
 

  利
益

分
配

割
合

が
調

整
さ

れ
る

場
合

、

分
配

割
合

の
増

加
に

よ
り

利
益

を
得

る

パ
ー

ト
ナ

ー
に

つ
い

て
は

課
税

さ
れ

る
。

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
解

散
の

場

合
、

各
パ

ー
ト

ナ
ー

に
お

い
て

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

出
資

後
の

資
産

の
含

み
益

に
つ

い
て

課
税

さ
れ

る
。

 

  解
散

に
よ

ら
な

い
パ

ー
ト

ナ
ー

の
脱

退
に

つ
い

て
は

、
原

則
と

し
て

、
脱

退

パ
ー

ト
ナ

ー
以

外
の

パ
ー

ト
ナ

ー
に

つ
い

て
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
 

 脱
退

パ
ー

ト
ナ

ー
に

お
い

て
、

パ
ー

ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
持

分
の

譲
渡

益
(最

終
分

配
額

と
分

配
時

の
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ

持
分

の
簿

価
と

の
差

額
)に

つ
い

て
課

税
さ

れ
る

（
現

物
償

還
の

場
合

、
出

資

以
前

に
当

該
資

産
を

事
業

目
的

で
使

用
し

て
い

た
場

合
に

は
、

償
還

時
の

時

価
と

出
資

以
前

の
簿

価
と

の
差

額
に

、

事
業

目
的

で
使

用
し

て
い

な
か

っ
た

場

合
に

は
、

償
還

時
の

時
価

と
出

資
時

の

資
産

の
時

価
の

差
額

に
つ

い
て

課
税

さ
れ

る
）
。

 

  脱
退

パ
ー

ト
ナ

ー
以

外
の

パ
ー

ト
ナ

ー

に
つ

い
て

、
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
 

 脱
退

組
合

員
に

お
い

て
払

い
戻

し

を
受

け
た

額
と

出
資

金
額

に
差

額

が
生

じ
る

場
合

に
は

、
脱

退
組

合

員
に

お
い

て
課

税
さ

れ
る

。
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租
税

回
避

防
止

に
関

す
る

ル
ー

ル
 

パ
ー

ト
ナ

ー
に

よ
る

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ

プ
損

失
の

控
除

に
は

、
以

下
の

制
限

が
重

畳
的

に
適

用
さ

れ
、

超
過

額
は

翌
課

税
期

間
以

後
に

繰
り

越
さ

れ

る
。

 

 (1
)  

税
務

基
準

額
規

制
 

パ
ー

ト
ナ

ー
の

損
失

控
除

額
は

、
課

税
期

間
末

に
お

け
る

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

持
分

の
税

務
基

準
額

を
上

限
と

す
る

。
 

 (2
)  

A
t 

R
is

k 
R
u
le

 

パ
ー

ト
ナ

ー
が

個
人

ま
た

は
非

公
開

会
社

で
あ

る
場

合
、

損
失

控
除

額

は
、

パ
ー

ト
ナ

ー
が

経
済

的
に

リ
ス

ク

を
負

担
し

て
い

る
額

の
範

囲
内

に
限

ら
れ

る
。

 

 (3
)  

P
as

si
ve

 A
ct

iv
it
y 

L
o
ss

 R
u
le

 

一
定

の
パ

ー
ト
ナ

ー
の

受
動

的
事

業

か
ら

生
じ

る
損

失
に

つ
い

て
は

受
動

的
事

業
か

ら
生

ず
る

所
得

か
ら

し
か

控
除

で
き

な
い

。
 

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

損
失

の
恣

意
的

な

操
作

に
よ

っ
て

生
ず

る
損

失
の

過
剰

な

取
り

込
み

を
防

止
す

る
規

定
が

あ
る

。
 

  一
般

的
な

租
税

回
避

防
止

規
則

が
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
へ

適
用

さ
れ

る
可

能

性
あ

り
。

 

 リ
ー

ス
資

産
に

係
る

減
価

償
却

限
度

額
規

定
お

よ
び

減
価

償
却

費
の

損

金
算

入
限

度
規

定
あ

り
。

 

  一
般

的
な

租
税

回
避

防
止

規
則

は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

に
適

用
さ

れ
る

。
 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
見

せ
か

け
、

ま
た

は
不

正
ス

キ
ー

ム
と

み
な

さ
れ

る
場

合
、

一
般

的
な

租
税

回
避

防
止

規
則

の
適

用
あ

り
。

 

  同
族

に
対

す
る

制
限

規
定

あ
り

。
 

 

 リ
ミ

テ
ッ

ド
パ

ー
ト

ナ
ー

に
対

し
て

当
初

の
出

資
金

額
を

超
え

る
損

失
の

取
込

み
を

制
限

す
る

規
定

あ
り

（
A

t 
R
is

k 

R
u
le

）
。

 

 一
定

の
組

合
員

に
つ

い
て

、
組

合

損
失

の
損

金
算

入
制

限
規

定
あ

り
。

 

パ
ー

ト
ナ

ー

シ
ッ

プ
持

分

 譲
渡

さ
れ

る
持

分
の

譲
渡

対
価

と

譲
渡

さ
れ

る
持

分
に

係
る

税
務

基

 譲
渡

さ
れ

る
持

分
の

譲
渡

対
価

と
取

得

原
価

と
の

差
額

に
つ

い
て

課
税

さ
れ

 譲
渡

さ
れ

る
持

分
の

譲
渡

対
価

と
取

得
原

価
と

の
差

額
に

つ
い

て
課

税
さ

 譲
渡

さ
れ

る
持

分
の

譲
渡

対
価

と
取

得

原
価

と
の

差
額

に
つ

い
て

課
税

さ
れ

る

 組
合

財
産

に
対

し
て

有
す

る
持

分

を
譲

渡
し

た
も

の
と

し
て

譲
渡

損
益
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の
第

三
者

へ
の

譲
渡

時
の

課
税

関
係

 

準
額

と
の

差
額

に
つ

い
て

課
税

さ

れ
る

。
 

 

 譲
渡

損
益

は
原

則
的

に
キ

ャ
ピ

タ

ル
ゲ

イ
ン

と
し

て
課

税
さ

れ
る

。
た

だ
し

、
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
有

す

る
未

実
現

債
権

お
よ

び
棚

卸
資

産

に
係

る
含

み
損

益
が

実
現

さ
れ

た

部
分

は
通

常
の

損
益

と
し

て
課

税

さ
れ

る
。

 

 

る
。

 
れ

る
（
パ

ー
ト

ナ
ー

が
能

動
的

個
人

か
受

動
的

個
人

か
あ

る
い

は
法

人
か

に
よ

り
所

得
区

分
お

よ
び

税
率

が
異

な
る

）
。

 

  

（
一

般
的

に
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

か
ら

生
じ

る
通

常
の

所
得

と
同

様
の

所
得

区

分
と

さ
れ

る
）
。

 

  受
動

的
な

投
資

活
動

を
行

う
パ

ー
ト

ナ

ー
シ

ッ
プ

の
持

分
の

譲
渡

は
、

パ
ー

ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
が

保
有

す
る

資
産

に
係

る

税
務

上
の

取
扱

い
に

従
う

。
 

を
認

識
す

る
。

 

パ
ー

ト
ナ

ー

が
非

居
住

者
ま

た
は

外

国
法

人
（
国

外
パ

ー
ト

ナ

ー
）

で
あ

る

場
合

の
パ

ー
ト

ナ
ー

シ

ッ
プ

利
益

分

配
時

の
源

泉
税

の
取

扱
い

 

 国
外

パ
ー

ト
ナ

ー
へ

の
パ

ー
ト

ナ

ー
シ

ッ
プ

所
得

の
分

配
に

つ
い

て

は
、

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

が
ア

メ
リ
カ

で
の

取
引

ま
た

は
事

業
に

実
質

的

に
関

連
す

る
所

得
を

有
す

る
場

合
、

3
5
％

の
税

率
に

よ
り

源
泉

税

が
課

さ
れ

る
。

 

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

利
益

の
国

外
パ

ー

ト
ナ

ー
へ

の
分

配
に

つ
い

て
、

源
泉

税

は
課

さ
れ

な
い

。
 

 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

利
益

の
国

外
パ

ー
ト

ナ
ー

へ
の

分
配

に
つ

い
て

、
源

泉
税

は
課

さ
れ

な
い

。
 

 パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

利
益

の
国

外
パ

ー

ト
ナ

ー
へ

の
分

配
に

つ
い

て
、

源
泉

税

は
課

さ
れ

な
い

。
 

 

 非
居

住
者

ま
た

は
外

国
法

人
が

組

合
員

で
あ

る
場

合
に

は
、

組
合

利

益
の

分
配

時
に

2
0
％

の
源

泉
税

が
課

さ
れ

る
。
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調査対象 

 本報告書では、各国において一般的に用いられているパートナーシップ（リミテッドパートナーシッ

プ）を調査対象としております。なお、特定の目的（ベンチャー投資等）をもって組成されるパート

ナーシップは調査の対象外としています。 
 

 本報告書では、各国の居住者および内国法人がパートナーシップに出資する場合の課税関係を

調査対象としています。原則として非居住者および外国法人は調査の対象外です。 
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I. アメリカのパートナーシップ税制に関する

調査報告 

1. パートナーシップに適用される課税関係 
 

(1) パートナーシップの課税上の取扱い 
 

内国歳入法（以下、「IRC」）において、パートナーシップは税務上パススルーとして取り扱われるとい

う原則が規定されています。すなわち、パートナーシップ自体は課税対象とはされません。配賦され

た利益（または損失）は、パートナーシップにおける個々のパートナーの資本勘定（capital account）

に加算（または資本勘定から控除）され、分配のタイミングや実際に分配されたか否かに関わらず、

パートナーにおいて課税されます。パートナーシップは一定の情報が記載された申告書

（information return(Form 1065)、以下、「情報申告書」）（添付資料 1）を提出しなければなりませ

ん。 

(2) 課税当局に対するパートナーシップの情報提供義務 
 

上述の通り、パートナーシップは情報申告書を提出しなければなりません。情報申告書はパートナ

ーシップ事業から生ずる課税所得額、利益、損失、所得控除額および税額控除額等の租税項目を

報告するためのフォームです。パートナーシップは、各パートナーの個々の持分が示された別表 K-

1（添付資料 2）を添付した上で情報申告書を内国歳入庁（以下、「IRS」）に提出する必要があります。

パートナーシップは各パートナーに別表 K-1 の写しを配布しなければなりません。パートナーはパー

トナーシップ所得が現実に分配されたか否かに関わらず、税務申告書においてその持分を申告し、

当該持分に係る税額を納付します。 

 

2. パートナーシップ損益の配賦に関する課税関係 
 

(1) 各パートナーへのパートナーシップ損益の配賦方法 
 

パートナーシップの課税所得、利益、損失、所得控除額および税額控除額の各項目に係るパートナ

ーの持分は、パートナーシップ契約によって決定されなければならないという基本原則があります。

パートナーシップ契約が配賦割合について定めていない場合、または当該配賦割合が「実質的経

済効果」（substantial economic effect）を持たない場合には、あらゆる事実関係および状況を考慮

して、各パートナーの「パートナーシップ持分」が決定されます。 

利益の配賦割合と損失の配賦割合を異なるものとする、出資割合と異なる配賦割合を利益または損

失のどちらか一方に、または双方に適用する等、特別な割合によることが可能です。ただし、この点

についてはタックスシェルターや租税回避の濫用防止の観点から、多くの制限規定が設けられてい

ます。以前は、法律上、租税回避を主目的とする配賦は認めないとする規定だけが設けられていま

したが、1976 年改正により、配賦割合は「実質的経済効果」を持たなければならない旨が規定され

ました。 

経済効果は、以下三つの客観的要素によって決まります。 
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(i) 所定の方法で資本勘定を管理しているか 

(ii) 資本勘定に従い清算（脱退を含む）時の分配が行われるか 

(iii) パートナーの資本勘定がマイナスになった場合、無条件に追加出資されるか 
 

パートナーの資本勘定は、パートナーシップにおける各パートナーの出資額を表します。上記(i)に

より、パートナーシップの帳簿上の資本勘定は、出資された資産の税務基準額（tax basis）ではなく、

当該資産の出資時の時価により管理する必要があります。したがって、帳簿上の資本勘定の金額と

税務基準額を反映した税務上の資本勘定の金額との間に差額が生じる可能性があります。 

パートナーシップ損益は、帳簿上の資本勘定の残高に基づき配賦されます。 

帳簿上の資本勘定と税務基準額を反映した税務上の資本勘定との間に差異がある場合、下記（３）

の原則に従い配賦する必要があります。 

パートナーシップ損失は、各パートナーに配賦された時点で、パートナーにおいて課税所得から控

除することが可能です。ただし、パートナーにおける損失の控除額は、課税期間末におけるパートナ

ーシップ持分の税務基準額が上限となり、超過部分は翌課税期間以後に繰り越されます。 

(2) パートナーシップ利益の所得区分 
 

パートナーシップは、八つ1の異なる所得区分ごとに、課税所得、利益、損失、所得控除額および税

額控除額を計算しなければなりません。各パートナーは、自身の税務申告書において、パートナー

シップ事業の持分に対応した各項目の金額を申告し、項目毎にパートナーシップ事業以外の金額

と合計し、合計額により、税務上の何らかの制限規定が適用されるか否かを確認しなければなりませ

ん。 

パートナーの申告書では、パートナーシップの各項目の税務上の区分がそのまま維持されます。例

えば、パートナーシップで長期キャピタルゲインと認識された所得は、パートナーになってから 1 年

に満たないパートナーにとっても、当該パートナーの税務申告書において長期キャピタルゲインとし

て申告されます。 

原則として、各パートナーのパートナーシップ事業への関与度合いやパートナーが無限責任を負う

か否かにより、上述の所得区分に影響はありません。しかし、パートナーシップは、情報申告書にお

いて、パートナーがパッシブパートナーであるかアクティブパートナーであるかを開示し、別表 K-1

ではパートナーが無限責任を負うか否かを開示しなければなりません。 

(3) 現物出資財産に係る含み損益の配賦 
 

現物出資された財産に係る課税所得、利益、損失、所得控除額および税額控除額は、当該財産の

出資時における税務基準額と時価との差額を考慮して各パートナーに配賦される必要があります。

すなわち、現物出資が行われ、当該現物出資に係る財産がパートナーシップから第三者に譲渡され

る場合は、当該譲渡により実現された当該財産に係る含み損益のうち当該財産の出資前に発生し

                                                             
1 ①短期キャピタルゲイン（またはロス）、②長期キャピタルゲイン（またはロス）、③IRC1231 条の適用を受ける損益、④

慈善寄附金、⑤キャピタルゲインに対する税率が課される適格受取配当および控除の対象となる一定の配当、⑥外

国または米国領において課される一定の税額、⑦個別計算が必要とされる複数の項目を除く課税損益および⑧一

定のその他所得、利益、損失、所得控除または税額控除項目の八項目をいいます。 
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た損益（すなわち、出資時の時価と出資時の税務基準額の差額）は、当該財産を出資したパートナ

ーにおいてのみ認識され、その他のパートナーは、当該財産の出資時以後に発生した損益（すなわ

ち、出資時の時価と譲渡時の時価の差額）についてのみ配賦を受けることになります。 

パートナーシップに出資された知的財産または無形資産の出資時の税務基準額はゼロとなることが

多いため、当該資産の処分時には、当該資産の出資時の時価2の全額が、当該資産を出資したパ

ートナーにおいて、キャピタルゲインとして認識されます。出資時の時価と処分時の時価に差額があ

る場合は、当該差額部分は各パートナーに帰属します。 

(4) パートナーシップとパートナーとの間の取引に関する課税関係  
 

パートナーシップとパートナーとの間の取引として、二種類の取引が非関連者間取引として取り扱う

ことが認められています。すなわち、パートナーが、パートナーとしての立場ではなく個人としての立

場でパートナーシップと取引を行う場合、および、パートナーが、通常のパートナーシップ損益の配

賦とは別に、役務提供に対する報酬を得て、パートナーシップとしての立場で取引を行う場合です。

ただし、これらの取引が近親者間で行われる場合は、潜在的な不正行為を制限するための規定があ

ります。偽装売却（disguised sales）3 および偽装報酬（disguised compensation）の適用についても

検討が必要です。 

(5) パートナーへのパートナーシップ所得の分配時に課される源泉税（パートナーが非居住者または外

国法人である場合を含む） 
 

原則として、パートナーシップ所得に対する米国国内パートナーへの持分分配については、源泉税

は課されません。  

非居住者または外国法人がメンバーとなっているパートナーシップが米国での取引または事業に従

事している場合は、当該非居住者または外国法人が米国での取引または事業に従事しているものと

みなされます。パートナーシップが課税期間中に米国での取引または事業に実質的に関連する所

得を有する場合、当該パートナーシップは国外のパートナーに分配された所得に係る部分(米国で

の取引または事業に実質的に関連する費用を控除した後の net income)について当該国外パート

ナーに適用される最高税率（現行では、法人および個人ともに 35%）で源泉徴収を行う必要がありま

す。 

パートナーシップが、米国での取引または事業に実質的に関連しない一定の米国源泉所得を有す

る場合、当該パートナーシップは、国外パートナーに対して、当該所得のうち分配される部分（費用

控除前の gross income）について 30%の税率で源泉徴収しなければなりません。 

                                                             
2 無形資産の出資時の時価は、内国歳入法および財務諸表規則に基づき、第三者取引価格により算定されます。 
3 金銭その他の財産のパートナーシップへの出資が行われ、その後当該パートナーシップから当該出資パートナーに

異なる財産が分配される場合、一定の要件が満たされるときは、この取引は出資および分配として取り扱わず、財産

の売却とみなされます。 
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3. パートナーシップへの出資時における各パートナーの課税関係 
 

(1) 金銭出資および現物出資を行ったパートナーの課税関係 
 

税務上のパートナーシップ組成時の最も重要な原則は、パートナーシップへの出資は、事業の運営

または財産の所有に係る単なる形態の変更に過ぎないとみなされるということです。パートナーシッ

プ持分と交換で現金を含む財産を出資したことにより、直ちに課税上の損益やその他の税務上の不

利な取り扱いが生ずることはありません（「不認識ルール（nonrecognition rule）」）。さらに、あるパ

ートナーの出資により、その時点でパートナーシップや他のパートナーに何らかの損益が生じること

もありません。 

金銭出資の場合は、出資した金額がパートナーシップ持分の税務基準額（tax basis）となります。現

物出資の場合は、その出資された財産の税務基準額がパートナーシップ持分の税務基準額となりま

す。 

税務基準額は、投下資本の残高（取得価額）を表し、投下資本が回収される場合には税務基準額を

超える部分が課税対象となります。パートナーシップ側でのパートナーシップ資産に係る税務基準

額（inside basis）とパートナー側でのパートナーシップ持分に係る税務基準額（outside basis）の総

額は、通常一致します4。 

(2) 労務の出資または無形資産の出資を行ったパートナーの課税関係 
 

知的財産または無形資産は、有形資産と同様、出資時に損益を認識しないことが認められています。

したがって、最終的に売却等により実現した額がキャピタルゲインとなります。 

出資者によって創成される資産の多く（特許権、ノウハウ等様々な契約上の権利等）が、出資時に不

認識ルールの適用対象となる非課税資産として取り扱われます。パートナーシップに出資されたこれ

らの資産の税務基準額は通常ゼロであるため、パートナーシップによってこれらの資産が処分される

場合は、処分対価の全額がキャピタルゲインとなります。 

役務を提供するパートナーによる労務出資については、上述したような非課税資産とみなされない

限り、原則として、役務に対しては不認識ルールの適用はなく、パートナーシップ持分は、課税対象

となる報酬として支払われます。パートナーシップ持分は、「資本持分（Capital Interest）」および「利

益持分（Profit Interest）」に大別され、一般的に、パート―シップに出資するパートナーには資本持

分が付与されます。資本持分は、パートナーシップの将来の利益および現在から将来に渡る資本

（純資産）に対する権利を表します。一方、利益持分はパートナーシップの将来の利益に対する権

利のみを表します。役務提供するパートナーは、役務提供と引き換えに、パートナーシップの資本持

分ではなく、利益持分を付与されるのが一般的です。 

役務提供パートナーに利益持分が付与される場合、役務を提供するパートナーの出資時の利益持

分の価値はゼロであるため、パートナーシップ持分が報酬とされるとしても、当該パートナーに課税

は行われません。一方、他のパートナーは、役務提供するパートナーに資本持分が付与されていた

                                                             
4 Inside basis と outside basis が一致しない例として、パートナーシップ持分が時価で譲渡されるような場合が挙げら

れます。パートナーシップ持分を取得した新パートナーに係るパートナーシップ持分の税務基準額（outside basis）
は、購入対価として支払う金額（時価）となりますが、パートナーシップ資産に係る税務基準額（inside basis）はパー

トナーシップ持分の譲渡によって調整されることはありません。 
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ならば、当該パートナーに支払われるべき報酬について損金に算入できたところ、利益持分の付与

の場合は当該損金算入ができなくなります。したがって、役務を提供するパートナーに利益持分を提

供する場合、当該パートナーと他のパートナーとの間で持分に関する対立が生ずることがあります。 

パートナーシップ持分が直ちに時価で清算されると仮定すると、パートナーシップの資本持分は、分

配を受ける権利と等しくなります。資本持分を受領したパートナーは、パートナーシップの将来収益

等によらず、現在時点において一定の価値のある権利を受取ったことになります。対照的に、パート

ナーが、将来得られるパートナーシップ利益の持分に係る権利（すなわち利益持分）しか持たない場

合、利益持分付与直後の当該パートナーの資本勘定の残高はゼロです。資本勘定は、当該パート

ナーが未分配所得の配賦を受けた場合にはプラス残高になります。 

(3) 新規パートナーが加入した場合の既存パートナーの課税関係 
 
上述の不認識ルールおよびその他の原則は、パートナーシップが新たに組成されたものであるか既

存のものであるかに関わらず、また、出資される資産および負債の金額や種類に関わらず、パートナ

ーからパートナーシップへのあらゆる出資に対して適用されます。 

既存のパートナーシップに新しいパートナーが加入する場合、新規出資により投下された資本の金

額だけ、パートナーシップ資産の税務基準額（inside basis）は加算調整されます。当該加算調整は、

既存のパートナーのパートナーシップ持分の税務基準額（outside basis）には影響しませんが、新

規出資したパートナーの outside basis は、同様に加算調整されます。原則として、当該パートナー

シップ持分の変化によりパートナーシップの持分が譲渡されたとみなされることはありません。 

(4) パートナーシップが負債を引き受けた場合の課税関係 
 

抵当債務等の負債のついた財産がパートナーシップに出資される場合、パートナーシップによる負

債の引受けは、出資したパートナーに対する分配として取り扱われ、当該パートナーのパートナーシ

ップ持分の税務基準額（outside basis）は減額されます。この場合、パートナーシップ資産の inside 

basis の調整はありませんが、パートナーシップ負債が認識され、同時にパートナーシップにおける

当該パートナーの資本勘定は当該負債と同額減額されます。パートナーシップによる負債の引受額

が、負債とともに出資された財産の税務基準額を超える場合には、超過部分は利益として課税対象

となります。その結果、パートナーのパートナーシップ持分に係る税務基準額は、ゼロとなります（負

の値となることはありません）。 

      

4. パートナーシップからの分配時または脱退時における各パートナーの課税関係 
 

(１) 分配時のパートナーの課税関係 
 

パートナーは、パートナーシップから金銭その他の財産の分配を受けても、原則として損益を認識し

ません。これは、パートナーシップ所得は、稼得された時点で各パートナーに配賦され、課税されて

いるためです。 

ただし、分配によってパートナーによるパートナーシップへの投資残高は減少するため、パートナー

シップ持分に係る税務基準額を減額する必要があります。税務基準額は負の値となることが認めら

れませんので、金銭および市場性のある証券の分配について、分配額が分配直前のパートナーシッ

プ持分の税務基準額を超過する場合には、超過部分について利益認識する必要があります。 
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現物財産の分配を受けるパートナーは、原則として、パートナーシップでの当該財産の税務基準額

を引き継ぎます。現物財産の分配については、分配される財産の税務基準額がパートナーシップ持

分の税務基準額を超過する場合も、現物財産の税務基準額を減算することにより、課税の繰り延べ

が行われるため、分配時の課税はありません。 

現物財産の分配については、現物財産の出資後 7 年以内に、出資された財産が出資したパートナ

ー以外のパートナーに分配される場合、当該出資パートナーは、自分の出資した財産の分配時に、

当該出資財産に係る出資時の含み益について課税されます。また、現物出資したパートナーに、出

資後 7 年以内に、当該パートナーが出資した財産以外の財産が分配される場合、当該出資パート

ナーは、出資時の含み益と分配財産の含み益のいずれか低い方の金額について課税されます。こ

れは、一般的に、ミキシング・ボール・ルール mixing bowl rules と呼ばれます。 

パートナーシップの財産が分配される場合、すべてのパートナーの資本勘定は、分配財産について

各々の出資時以後に発生した含み損益の分、加減算調整されます。分配を受領するパートナーの

資本勘定は、分配財産の時価分だけ減少します。 

(２) パートナーシップ解散時およびパートナー脱退時のパートナーの課税関係 
 

パートナーシップの解散に伴い残余財産が分配される場合およびパートナーシップは存続するものの

パートナーの脱退等により特定のパートナーの持分が償還される場合、すなわち、パートナーがパー

トナーシップから離脱するのに伴い最後の分配が行われる場合には、上述の通常の分配における取

り扱いに加えて、以下の適用があります。 

最後の分配の場合、分配財産が金銭、未実現債権および一定の棚卸資産である場合に限り、受領す

るパートナーにおいて、パートナーシップ持分の税務基準額が、分配された財産のパートナーシップ

側における税務基準額を超える部分について、損失が認識されます。 

通常の分配と同様に、ミキシング・ボール・ルールは、最後の分配についても適用されます。 

最後の分配を受けるパートナーおよびパートナーシップに留まるパートナーは、金銭分配額が分配を

受けるパートナーの税務基準額を超えない限り、金銭を含む財産の分配について損益を認識しませ

ん。 

 

5. パートナーシップに関する租税回避防止規則 
 

妥当な方法により各パートナーに配賦されたパートナーシップ損失について、当該パートナーの税務申

告書において損金算入することを制限する複数の追加規制が IRC に規定されています。これらの制限

規定は、パートナーごとに重畳的に適用されます。第一の規定は、ある課税期間におけるパートナーの

損失控除額は、当該課税期間末におけるパートナーシップ持分の税務基準額を超えることはできない

というものです（以下①）。第二の規定は、一定のパートナーは、パートナーシップの特定の活動に関し

て生ずる損失について控除をとることができないというものですが、当該活動に関しパートナーの「リスク

負担」額の範囲内であれば、税務基準額の規制を適用した上で、控除が可能になります（At Risk 

Rule）（以下②）。第三は、税務基準額による第一の規定および At Risk Rule による第二の規定を適用

した上で、一定の場合、Passive Activity Loss Rule によって損失控除にさらなる制限がかけられます

（以下③）。 
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上述の規定が適用される場合、損失控除が完全に否認されるのではなく、パートナーの税務基準額や

リスク負担額の増加、パートナーによる受動的所得の認識、または受動的活動に係るパートナーの持分

の処分等の事由が生じるまで、損失控除が繰り延べられます。 

① パートナーシップ損失は、損失が生じたパートナーシップの事業年度末におけるパートナーシップ

持分の（損失調整前）税務基準額の範囲内に限り、パートナーにおいて控除することが可能です。

否認された損失は、パートナーのパートナーシップ持分についての税務基準額がすべての損失の

控除をとれるようになるまで無期限に繰り延べられます。パートナーシップにおけるパートナーの税

務基準額が増加すれば、それ以前に否認された損失の控除を受けることが可能になります。 

② パートナーが個人または非公開会社である場合に、パートナーシップの活動から生じる損失は、パ

ートナーが当該活動について「リスク負担」している額の範囲内に限り、控除することができます。

At Risk Rule の目的は、納税義務者の損失控除可能額を、納税義務者が事業や投資活動にお

いて、経済的にリスク負担している額（すなわち、納税義務者が実際に失う可能性がある金額）まで

に制限することにより、一定の不正なタックスシェルター取引による損失控除を抑えることにありま

す。パートナーシップ持分について損失を負担するのに十分な税務基準額を有するパートナーで

あっても、リスク負担している額を超えるパートナーシップ損失に係る持分については控除が認め

られない可能性があります。例えば、一般的に納税義務者がリスク負担しているとは認められない

パートナーシップのノンリコース債務に係る持分がパートナーシップ持分の税務基準額に含まれて

いるような場合です。 

③ パートナーシップ損失の控除が、原則的な税務基準額による制限規定や At Risk Rule による規

制を受けない場合でも、一定のパートナーは Passive Activity Loss Rule によって損失控除が認

められない可能性があります。Passive Activity Loss Rule は、納税者が「実質的に関与」していな

い一定の受動的事業から生じる損失の損金算入を制限するために規定されました。特にタックス

シェルターパートナーシップについては、「能動的事業」所得または「ポートフォリオ」所得と受動的

事業から生じる損失との損益通算を制限しています。 

 

6. パートナーシップ持分を第三者に譲渡した場合の各パートナーの課税関係 
 

(1) パートナーシップ持分の譲渡益の所得区分 
 

いわゆるエンティティ原則（entity principle）により、売買、交換、その他の処分によるパートナーシッ

プ持分の譲渡は、パートナーシップ資産に対する持分の譲渡ではなく、法人の株式に類似した別個

の資産の譲渡と取り扱われます。したがって、持分を譲渡したパートナーは、原則として課税譲渡取

引としてキャピタルゲインを認識します。ただし、合算原則（aggregate  principle）により、パートナー

シップが有する一定の資産（未実現債権および棚卸資産）に係る含み損益が実現された部分につ

いては、キャピタルゲインとしてではなく、通常損益として課税を受けることになります。 

合算原則が適用される場合には、パートナーは、パートナーシップ持分の譲渡について、通常所得

とキャピタルロス双方を認識する可能性があります。パートナーが持分について（長期および短期に

より）区分された所有期間を有し、利益が当該所有期間比率に比例して分割される場合、当該取引

に関し、長期キャピタルゲイン（ロス）および短期キャピタルゲイン（ロス）の双方が認識される可能性

があります。 
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(2) パートナーシップ持分の取得原価の算定方法 
 

持分を譲り受ける者は一般原則に基づく税務基準額、すなわち、課税取引における購入価格、また

は、不認識ルールに基づき引き継いだ譲渡者の簿価である税務基準額と等しい基準額により、当該

持分を保有することになります。譲渡は、一般的にパートナーシップ資産の税務基準額に影響を与

えません。 

(3) パートナーシップ持分の譲渡による他のパートナーの課税関係 
 

パートナーシップ持分の譲渡は、原則として、パートナーシップに留まる他のパートナーには影響を

与えません。 

税務上のパートナーシップ持分は家族等の関係者間で所有される傾向があります。パートナーが、

他のパートナーに持分を譲渡することも可能ですが、パートナーシップ持分の償還が、処分のもっと

も一般的な形態と考えられます。パートナー（持分所有者）の同意により、売買契約書またはパート

ナーシップ契約書、あるいは持分保有契約書の売買に関する規定上、持分の譲渡制限を加えること

が一般的です。契約書がない場合、パートナーは、通常、持分固有の権利について、経済的な部分

だけ譲渡し、運営に関する部分は譲渡することはできません。一方で、対価を伴う譲渡が、パートナ

ーの運営に関する権利だけでなく経済的な権利について行われるものであるか、または経済的な権

利だけについて行われるものであるかという点には関係なく、当該譲渡は一般的に売買として取り扱

うと IRC には規定されています。 
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II. イギリスのパートナーシップ税制に関する

調査報告 

本レポートの目的および調査対象 
 
英国のパートナーシップ税制は、一般原則（歳入関税庁（HMRC）のガイダンスおよび判例法）および特定

の課税規則に拠っています。 

原則として、イングリッシュパートナーシップ（English Partnerships）、スコティッシュパートナーシップ

（ Scottish Partnerships ） お よ び リ ミ テ ッ ド ラ イ ア ビ リ テ ィ ー パ ー ト ナ ー シ ッ プ （ Limited Liability 

Partnerships）の英国税法上の課税関係は、ほぼ同様ですが、本レポートにおいて「パートナーシップ」と

はイングリッシュリミテッドパートナーシップ（English Limited Partnership）をさすものとします。 

本レポートは、英国のパートナーシップ税制の網羅的な分析を示すものではなく、英国パートナーシップ税

制の概要および一般的な取り扱いを説明することを意図しています。英国税法は、多岐の税法にまたがる

特別な規定から構成され、各々の特別規定は、極めて個別的な状況下で適用されるため、本レポートにお

いて、その全てが記載されているわけではない点にご留意ください。 

パートナーシップ税制の背景 
 
歴史的にみると、英国のパートナーシップ税制は、当初、個人所得税法に規定されていましたが、法人によ

るパートナーシップの利用が増加してきたため、特別規定が英国税法に盛り込まれました。しかし、いまだ

パートナーシップに関する特別規定は限定的であり、一般的な税務規則を類推してパートナーシップに適

用している部分が多く、そのため具体的な課税関係については、結果として英国歳入庁のガイダンスに拠

ることとなっています。  

リミテッドパートナーシップは、パートナーが通常負うべき無限責任を負う代わりに、パートナーシップの債

務および義務への責任が事前に定められた金額に限定される有限責任パートナー（limited partner）が少

なくとも 1 人以上いるパートナーシップをいい、パートナーシップの業務を管理し、債権者に対して無限責

任を負う 1 人以上の無限責任パートナー（general partner）とで構成されます。有限責任パートナーは、パ

ートナーシップに参加する際に、一定の金額の出資を行わなければならない一方、無限責任パートナーは

必ずしも出資を行う必要はありません。当該出資はその者が有限責任パートナーであるかぎり、払戻しを受

けることはできません。また、出資額および未分配のパートナーシップ利益の額を超えて、有限責任パート

ナーに債権者や他のパートナーに対する債務を負担させることはできませんが、有限責任パートナーがパ

ートナーシップの事業運営に関与する場合は、関与する期間中に生じる債務すべてに対して責任を負い

ます。 

一般的に、伝統的なパートナーシップは（リミテッドパートナーシップとは異なり）法人格を持たないため、税

務上「パススルー」として取り扱われなければならないという、根本的な法律上の問題があります。 

Memec LLC と内国歳入庁との間で争われた訴訟の判決において、通常のイングリッシュパートナーシッ

プの特性は、以下の通りとされました。 

 パートナーシップは法律上の事業体ではない。 
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 パートナーは利益を求めて共同でパートナーシップ事業を行う。 

 各パートナーはパートナーシップの代表者として、また各パートナーが他のパートナーの代理人と

して、その権限の範囲内で、パートナーシップに関するすべての事項と関連性を有している。 

 すべてのパートナーは、パートナーシップのあらゆる債務および義務について他のパートナーと共

同で責任を負う。 

 パートナーは、パートナーシップ事業の利益を含むパートナーシップ資産に対して、未分割のパ

ートナーシップ持分を持つことにより、当該事業自体を所有している。 

 

1. パートナーシップに適用される課税関係 
 

(1) パートナーシップの課税上の取扱い  
 

原則として、パートナーシップは、英国税法上、パススルーとして扱われます。パートナーシップは固

有の法人格を持たないため、パートナーシップに直接、租税が課されることはありません。したがって、

パートナーシップには租税の対象とされる人格もなければ、徴収の対象とされる人格もありません。

そのため、パートナーシップから生じる所得およびキャピタルゲインは、税務上、パートナーシップで

はなく、パートナーにおいて生じたものとして取り扱われます。 

以上より、パートナーシップ利益に適用される特別な税率はなく、かわりに、国内法に基づいて個々

のパートナーに適用される税率によって税額が決定されます。現在、法人パートナーはパートナー

シップ持分から生ずる所得およびキャピタルゲインに対して、26%の税率により法人税が課されます。

同様に個人は、パートナーシップ事業が当該個人によって単独で行われ、課税対象となる別個の取

引または業務から生じる所得として、パートナーシップ損益のうち、当該個人の持分に対応する損益

を申告書に含める必要があります。  

(2) 課税当局に対するパートナーシップの情報提供義務 
 

上述の通り、パートナーシップ事業から生じる利益への課税にあたり、パートナーシップはパートナ

ーシップを組成したパートナーとは別個の独立した事業体とはみなされません。パートナーシップは、

別個の法人格を持ちませんが、いくつかの法律上の義務および権利を有します。ここで求められる

義務は、実質的には、パートナーシップの経済活動の成果について、適切な情報をいつでも開示可

能な状態にしておくことを目的としています。 

英国税法上、パートナーシップはパートナーシップ所得と個々のパートナー間における所得の分配

についての詳細を記した申告書を提出することが求められています。当該申告書には、パートナー

シップ利益の計算について記載しなければなりません。個人パートナー以外に法人パートナーが存

在する場合には、原則的な所得税計算と、法人税の規定に基づく計算の二通りの計算を示す必要

があります。これら二通りの計算は、パートナーシップ単独の申告書の基礎となるものですが、各パ

ートナー自らの「申告納税」とはみなされません。例外はありますが、個人のパートナーは、所得税法

の原則に基づいてパートナーシップの所得を当該個人の申告書に取り込み、法人パートナーも、法

人税法の原則に基づいて、パートナーシップの所得を当該法人の申告書に取り込むことになります。 

パートナーシップ申告書は、あらかじめ定められたパートナーが計算を行い、歳入関税庁に提出し

なければなりませんが、当該申告書の提出が遅れた場合、または記載内容が十分でない場合には、

すべてのパートナーが共同で罰金、追徴税額および延滞税を負担することになります。課税期間終
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了後、当該申告書は、紙ベースまたは電子申告のいずれかの方法により、それぞれ紙ベースの場

合は 10 月 31 日まで、電子申告の場合は翌年 1 月 31 日までに提出しなければなりません。 

(3) パートナーシップの課税所得の計算主体 
 
課税所得計算はパートナーシップレベルで行われますが、その結果生じる課税損益額は、あらかじ

め定められた利益分配契約に応じて各パートナーに分配されます。 

パートナーの中に、法人税の課税対象となる法人が一人以上いる場合、パートナーシップ事業から

生じる利益の計算は法人税法第 1259 条に従って行われます。法人税法第 1259 条の概要は、パ

ートナーシップ損益を英国法人が営む事業により生じたものとして計算をする（すなわち、パートナー

シップ自体を英国法人として、その所得を計算する）ということです(みなし法人計算)が、以下①から

④の通り、いくつかの例外規定が設けられています。 

① ある事業年度における事業利益を計算する場合、当該事業年度前の事業年度に生じた損失

の繰越控除は認められません。 
 

② 原則として、パートナーシップのメンバーに変更があっても、みなし法人計算は変更されません。

変更の前後で異動のないパートナーが少なくとも一人以上いなければならないという規定があ

るため、変更前の法人パートナーが変更後に一人もいなくなる場合、新しいみなし法人たるパ

ートナーシップに事業が移転されたものとして取り扱われます。 
 

③ ローン関連で生じる債権および債務に関する特別な規定があります。詳細は後述しますが、概

要としては、債権または債務から生ずる損益はパートナーシップの課税所得計算上、考慮され

ませんが、代わりに各パートナーの個人の税額計算に影響を及ぼします。 
 

④ 非英国居住者たるパートナーについては別途、計算が必要となります。 
 

パートナーが外国法人である場合、パートナーシップが外国法人であるものとして、法人税の課税所

得額の計算を行う必要があります。さらに、パートナーのうちに英国居住者たる個人がいる場合も、

パートナーシップが英国居住者であるものとして、事業損益の計算を行う必要があります。したがって、

パートナーシップに英国法人たるパートナー、英国居住者たるパートナーおよび外国法人が存在す

る場合、原則として、パートナー毎にパートナーシップ損益を別々に計算する必要があります。 

(4) パートナーシップ所得を認識するタイミング 
 

上述のとおり、計算されたパートナーシップ所得は、パートナーシップの所得分配の取決めに従い、

各パートナーに分配されます。この所得認識のタイミングは、パートナーが法人であるか個人である

かにより異なります。個人パートナーの場合、パートナーシップ所得が配賦される課税年度に課税さ

れます。法人パートナーについての取扱いは多少異なっており、法人税法上の事業年度と一致する

ように、課税所得が割り当てられます（パートナーシップの事業年度と法人の事業年度が異なる場

合）。すなわち、パートナーシップ所得のうち、法人パートナーの事業年度に対応する部分を法人パ

ートナーの事業年度末において割り当てることになります。 
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2. パートナーシップの損益の配賦に関する課税関係 
 

(1) 各パートナーへのパートナーシップ損益の配賦方法 
 

パートナーシップで生じた損益は、原則としてパートナーシップの利益分配契約に従って各パートナ

ーに分配されます。上述の通り、パートナーシップの事業利益は、パートナーシップの段階で一括し

て計算され、パートナーシップ申告書が歳入関税庁に提出されます。 

パートナーシップ利益に係る税務上の取扱い、特に、パートナーから出資された資産の取扱いは、

議論の余地があると考えられるところであり、パートナーシップ税制のもっとも不明確な部分です。概

略すると、パートナーシップ資産の譲渡から生じる利益は、各パートナーで課税され、「パートナーシ

ップ取引」5はパートナーシップによって行われたものではなく、パートナーにより行われた取引として

取り扱われます。 

パートナーシップが第三者に課税対象資産を譲渡することにより譲渡損益を得る場合、各パートナ

ーが当該資産の一部分を譲渡したものとして取り扱われます。当該譲渡益については、パートナー

シップ契約で定められた譲渡時のパートナーシップ資産に対する持分割合に従って、パートナー毎

に課税されます。配賦割合が特に規定されていない場合は、パートナーシップ勘定上の実際に譲渡

益が分配された割合により配賦されることになります。譲渡益がパートナーに分配されず、パートナ

ーシップの利益として留保される場合は、特別な分配割合が定められていない限り、通常の利益分

配契約により行われたものとみなされます。 

(2) 各パートナーが受動的か能動的か、有限責任か無限責任かによる所得区分の違い 
 

パートナーシップ所得の区分は、パートナーの属性ではなく、パートナーシップそのものの事業活動

の性質（すなわち、当該パートナーシップが売買活動を行っているのか、投資活動を行っているの

か）によって異なります。すなわち、パートナーシップ所得の税務上の所得区分は、パートナーシップ

の段階で決まり、当該所得が各パートナーに帰属することになります。 

上記の取扱いには例外があり、パートナーが売買活動を行うとともに、当該売買の対象資産と同種

の資産について投資活動を行うパートナーシップの持分を保有する場合です。例えば、金融トレー

ダーであるパートナーが日常業務において保有する金融資産と同様の資産について、投資活動を

行うパートナーシップの持分を保有する場合です。税法上、このようなパートナーシップ所得の区分

は、パートナーの所得区分に従うことになります。 

(3) 出資比率以外の割合で各パートナーに損益が配賦される場合の課税関係 
 

上述の通り、パートナーシップはパートナーシップを組成したパートナーとは別個の独立した事業体

とはみなされず、そのため、パートナーは、パートナーシップの利益分配契約に基づき配賦される利

益の割合に従って課税されることになります。当該割合は、各パートナーからのパートナーシップに

対する出資額に応じた出資割合とは異なることも認められます。例えば、二人のパートナーが同じ出

資割合を有しているが、定められた利益分配割合が 1 対 9 である場合には、歳入課税庁は、出資割

合ではなく利益分配割合に基づいてパートナーに課税します。 

                                                             
5 「パートナーシップ取引」とは、実際はパートナーシップによって行われたものの、英国のキャピタルゲイン税上、パー

トナーが行ったものとされる取引をいいます。パートナーシップのキャピタルゲインについては、パートナーシップで

はなく、パートナーにおいて課税されます。 
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(4) パートナーとパートナーシップとの間の取引に係る課税関係 
 

パートナーとパートナーシップとの間で行われる取引の課税関係は、当該取引の性質によって異な

ります。以下の 2 つの例をご覧ください。 

パートナーとパートナーシップとの間で行われる資産の譲渡は、真正な商業上の理由に基づいて行

われる場合、キャピタルゲイン法上の関連者取引とはみなされません。そのため、当該取引は、資産

の譲渡および取得は時価で行われたものとする旨を規定したキャピタルゲイン法第 17 条の適用は

受けません。しかし、合理的な理由が認められない場合、第 17 条の適用により、資産の譲渡および

取得は時価で行われたものとみなされます。 

歳入関税庁は、パートナーがパートナーシップに課税対象資産を出資した場合、出資したパートナ

ーが譲渡したものとみなすべきであると述べています。すなわち、パートナーシップへの出資により

他のパートナーへ移転した課税対象資産に対する分割所有持分が譲渡されたものとみなされます。 

法人パートナーからパートナーシップに対して行われる貸付（出資に準ずるものではない）は、ローン

となる可能性が高いと考えます。パートナーシップが当事者となるローンから生じる債権および債務

は、各パートナーによるパートナーシップ損益の持分を決定する際に考慮されません。一方、各法人

パートナーには、ローンに係る債権および債務に対する持分が損益とは別に配賦されます。ローン

はパートナーに「属する」という原則に基づき、債権および債務はパートナー固有のものとして取り扱

われます。パートナーからパートナーシップに対するローンが、そのままパートナーシップから第三者

に対するローンとされる場合については、極めて複雑な計算が適用されます6。 

(5) 各パートナーへのパートナーシップ所得の分配時に課される源泉税（パートナーが非居住者または

外国法人である場合を含む） 
 

パートナーシップ利益の各パートナーへの分配について、源泉税は課されません。利益分配の支払

いが海外で行われる場合であっても、個々のパートナーに対して源泉税は課されません。海外のパ

ートナーについては、（源泉税以外の税については、）通常、英国居住者である無限責任パートナー

の名義で、外国法人または非居住者として課税されます。すなわち、海外パートナーのかわりに、居

住者である無限責任パートナーに課税され、無限責任パートナーが税金を支払うことになります。 

 
3. パートナーシップへの出資時における各パートナーの課税関係 
 

上述の通り、 パートナーシップ利益に係る税務上の取扱いや、特にパートナーから出資された資産の

取扱いは、もっとも議論の余地があるところと考えられ、英国のパートナーシップ税制のなかでも不明確

な部分といえます。以下では、概括的な原則とともに、適用される具体例を述べます。 

(1) 金銭出資を行ったパートナーの課税関係 
 

パートナーがパートナーシップに対して金銭出資をした場合、原則として課税関係は生じません。 

                                                             
6  パートナーシップに対するローンまたはパートナーシップによるローン（第三者に係るローンが含まれます）は、英国

税法上、パートナーに帰属するとされることから、計算が非常に複雑なものとなります。英国税法上、（同じ相手に対

する）一連の金銭借入および貸付は、相殺されますが、借入の利子が異なる場合、または外貨建である場合には、

パートナーシップ損益の割り当て計算が非常に複雑になります。 
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(2) 金銭以外の資産の出資を行ったパートナーの課税関係 
 

パートナーがパートナーシップに課税対象資産(その一部に無形資産が含まれているような資産も含

みます)を譲渡する場合、出資として行うか、パートナーシップへの資産の譲渡として行うかにかかわ

らず、歳入関税庁により、キャピタルゲイン課税上、パートナーによる資産の譲渡として取り扱われる

ことが明らかにされています。譲渡を行ったパートナーの課税対象額は、他のパートナーに移転した

当該課税対象資産に対する持分割合と同額です。 

二者間で資産の譲渡が行われた場合、譲渡資産の価額は、時価または独立企業間で行われた取

引において合意される価額とされます。パートナーシップとパートナー間において行われるパートナ

ーシップ資産の取得または譲渡は、真正な商業上の理由に基づいて行われるものである場合、キャ

ピタルゲイン法における関連者間取引とはみなされません。 

上述の通り、歳入関税庁は、パートナーがパートナーシップに対して現物出資した場合、他のパート

ナーに移転する持分と同額の資産の譲渡を行ったものとみなします。歳入関税庁のガイダンスには、

以下のような例が記載されています。 

(例) パートナーシップ資産について 25%の持分を有する個人 A は、自らが所有する資産をパート

ナーシップに譲渡します。譲渡の結果、当該資産に対する A の持分は、100%から 25%に減少しま

す。キャピタルゲイン法上、A は、パートナーシップへの資産譲渡時に当該資産持分の 75%を譲渡

したことになります。 

(3) 労務の出資または無形資産の出資を行ったパートナーの課税関係 
 

法人パートナーがパートナーシップに対して知的財産権のような資産を出資する場合、出資するパ

ートナーに課税関係が生ずる可能性が高いと考えられます。個人パートナーによる無形資産の出資

についても課税所得が生ずると考えられます。 

我々の実務上、労務の出資がパートナーシップに対する資産の出資として扱われた例はありません。

労務（パートナーの時間および労力）の出資は、パートナーシップへの投資として取り扱われるもの

ではなく、パートナーシップ事業の全体的な成功により報われるものであると考えます。パートナーシ

ップに対して役務の提供を行う個人が、その役務提供分の追加的な利益分配を受けることは可能か

もしれませんが、英国税法上、追加的な問題が生じます。例えば、個人がパートナーシップへの役

務提供による所得と利益分配契約に基づくパートナーシップ利益の分配を同時に受けている場合で

す。  

(4) 新規パートナーが加入した場合の既存パートナーの課税関係 
 

あるパートナーがパートナーシップに新たに参加、または、パートナーシップから離脱するなど、パー

トナーシップの持分割合に変更があった場合、新たな課税関係が生じる可能性があります。英国課

税当局の実務指針(Statement of Practice)によると、資産に対する持分割合が減少したパートナー

は、当該資産に対する持分の譲渡をしたものとして取り扱われ、同様に、持分割合が増加したパート

ナーはパートナーシップ資産に対する持分を取得したものとして取り扱われます。 

一方、パートナーシップ勘定での調整が行われない場合（例えば、パートナーの資本勘定を増減す

ることにより再評価が行われる場合）、当該譲渡は、キャピタルゲイン税の譲渡原価と同額の対価に

より行われたものとして取り扱われるため、課税対象利益は生じません。ここで重要な点はパートナ
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ー間の資産のみなし譲渡は、出資割合を調整することにより、必ずしも譲渡益課税が生じないという

ことです。実務的には、再評価後に持分が減少するパートナーは、当初よりも少額の持分を（譲渡原

価として）繰越して、次回の譲渡により生ずる課税利益を計算する場合に、受領する対価の額から控

除します。一方、持分が増加するパートナーは当初より大きな金額を譲渡原価として繰り越します。 

（例）A および B の 2 者がパートナーとして、200 の税務上の簿価を有するパートナーシップ資産を

パートナーシップ出資割合の 50％ずつにより、所有しているものとします。すなわち、各パートナー

は、100 ずつの税務上の簿価を有していることになります。 

ここで、第三のパートナーとして C がパートナーシップに加入し、対価を支払うことなくして、出資割

合が 45：45：10 に変更される場合（つまり、C はパートナーシップ持分の対価を支払うことなくパート

ナーとして認められる場合）、A および B によるパートナーシップ持分の簿価によるみなし譲渡が生

じることになります。この場合、譲渡によりパートナーシップ持分の調整が行われることになりますが、

キャピタルゲイン課税は行われません。A、B および C は、それぞれ 90,90,20 の割合で、それぞれ

パートナーシップ資産の持分を所有しているとみなされます。 

一方、C が 30 の対価を支払ってパートナーシップに加入する場合、A および B についてキャピタル

ゲインが生じることになります。すなわち、A および B は、それぞれ簿価 10 の資産持分を 15 で売却

したものとみなされ、通常の方法で 5 の譲渡益にキャピタルゲイン税が課されます。C が対価の支払

いの代わりに、時価 30 の資産を現物出資した場合にも同様の課税関係が生じます。 

パートナーシップ勘定外において、二人以上のパートナー間の直接的な支払いが行われる場合は、

パートナーシップ資産に対する持分の全部または一部の譲渡に係る対価の支払いを受けるパートナ

ーについて、課税対象利益が生じる可能性が高いと考えられます。そのような支払いはパートナー

シップそのものの貸借対照表に計上されない、のれんとなるケースが多くみられ、支払いを受けるパ

ートナーは、当該支払額から控除すべき譲渡原価がないため、受領総額が課税対象利益とされる可

能性があります。 

 

4. パートナーシップ脱退時における各パートナーの課税関係 
 

以下の通り、パートナーシップ脱退時の課税関係を規定したガイドラインが複雑であることから、現行の

実務では、パートナーシップは年度毎に利益の全額をパートナーへ分配しています。そのため、以下の

各項目について歳入関税庁は、詳細な見解を示しておらず、英国パートナーシップ税制の実務上の問

題点となるような部分でもありません。 

(1) パートナーシップ解散時または脱退時に最終分配を受けるパートナーの課税関係  
 

パートナーシップからの脱退、またはパートナーシップ持分の減少によりパートナーに対して一時に

支払われる金額は、当該パートナーのパートナーシップ資産の持分に係る対価の支払いを意味し、

課税所得が生じる可能性が高いと思われます。かわりにパートナーシップに加入するパートナーにと

っては、当該支払額はパートナーシップ投資の原価を表すものであり、将来のパートナーシップ持分

の譲渡により実現する利益から控除させる可能性があります。同様に、脱退するパートナーがパート

ナーシップ資産の持分取得に際し支払いをしている場合、当該支払額によりそのパートナーの全体

的な租税負担が軽減される可能性があります。 
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(2) 脱退するパートナーへの最終分配による他のパートナーの課税関係 
 

上述の通り、持分の払戻しは最終分配を受けるパートナーにキャピタルゲインを生じさせますが、他

のパートナーについて課税関係が生じることはありません。あるパートナーに対する払戻しにより利

益分配割合が調整される場合、分配割合の増加により利益を得るパートナーについては課税所得

が生じると考えられます。しかしながら、上述の通り、パートナーシップ勘定に調整がない場合は、パ

ートナーシップ全体の状況に変化はなく、利益も生じないと考えられます。 

(3) パートナーシップ解散時の分配に係る各パートナーの課税関係 
 

パートナーに現物分配をする場合（例えばパートナーシップの解散による場合）、パートナー側での

資産の取得は、パートナーの資産持分の処分とは取り扱われません。そのかわり、パートナーシップ

がその資産を時価で譲渡したものとして個々のパートナーにおいて課税される所得を申告するため

の所得計算を行う必要があります。このため、資産を取得していないパートナーに利益が生ずること

になり、現物資産分配時に当該利益に対する課税が行われることになります。資産を取得するパート

ナーには、現物資産分配時に課税はありませんが、当該パートナーにおける現物資産の取得原価

は、分配時の資産の時価から当該利益分を除いた金額となります。 

 

5. パートナーシップに関する租税回避防止規定 
 

英国税法上、租税回避防止規定は（不明確なものも含め）多くありますが、そのうちのいくつかはパート

ナーシップに関連するものです。以下は、その具体例です。 

パートナーシップ事業に積極的に関わっていないパートナーによって、パートナーシップ損失が利用さ

れることがないようにするため、多くの租税回避防止規定が設けられています。パートナーシップ損失の

恣意的な操作によって生ずる損失の過剰な取り込みを防止する規定があります。当該規定が定められ

る以前は、個人が、パートナーシップに少額の投資をして、（パートナーシップへの投資額を大きく上回

る）初期の売却損失について多額の損失を取り込むことができるスキームが多くありました。そのようなス

キームでは、パートナーシップから生ずる損失の全額を、その年に個人パートナーの他の活動から生じ

た利益と相殺することができましたが、租税回避防止規定が導入されたことによって、将来利用できる損

失の額は、その課税期間に対応する基準期間の末日における個人の出資総額を超えてはならないとさ

れました。 

英国税法上、個別規定の多くについて、それぞれ租税回避防止規定が設けられています。パートナー

シップについて、これらの租税回避防止規定が適用されるかについては、事実関係や個々の状況ごと

に判断する必要があります。 

 

6. パートナーシップ持分を第三者に譲渡した場合の各パートナーの課税関係 
 

(1) パートナーシップ持分の譲渡益の所得区分 
 

個人について生ずる譲渡益はキャピタルゲインとして課税され、法人について生ずる譲渡益は法人

税の課税対象とされます。 
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(2) パートナーシップ持分の取得原価の算定方法 
 

譲渡原価は、パートナーシップ持分に対して支払われる額（無対価の場合は、みなし原価7）に基づ

き計算されます。 

(3) パートナーシップ持分の譲渡による他のパートナーの課税関係 
 

パートナーシップ持分が第三者に譲渡され、当該譲渡後に利益分配割合が修正されないことを前提

とすると、当該譲渡により既存の他のパートナーに課税関係は生じません。利益分配割合が修正さ

れる場合は、上述の通りです。 

                                                             
7 当該パートナーシップ持分の時価に一定割合を乗じた金額とされます。 
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III. フランスのパートナーシップ税制に

関する調査報告 

フランスには様々な種類のパートナーシップが存在します。 
 

 ジェネラルパートナーシップ: Société en Nom Collectif (“SNC”), Société en Participation 
(“SEP”) and Société Civile (“SC”) 

 リミテッドパートナーシップ: Société à Responsabilité Limitée (“SARL”) and Société en 
Commandite Simple (“SCS”)8 
 

本レポートでは、パートナーシップに関する直接税のみを対象としており、間接税については対象としてい

ません。 
 

1. パートナーシップに適用される課税関係 
 

(1) パートナーシップの課税上の取扱い  
 

パートナーシップには特別な税制が適用されます。基本的に、パートナーシップに帰属する所得は

パートナーシップ自体において算定、申告されますが、最終的な納税義務はパートナーが負います。

パートナーは、パートナーシップの利益のうち、課税対象となる各自の持分を申告しなければなりま

せん。 

① パートナーシップの課税所得の算定 
 

原則として、パートナーに配賦される課税所得はパートナーシップレベルで計算され、パートナ

ーシップの事業活動に応じた所得区分（商工業所得、非商業所得、不動産所得、農林業所得

および動産資本所得）の規則が適用されます。ただし、例外として、パートナーが事業活動を

行う企業の場合、パートナーに配賦される持分は、パートナーシップに適用される規則とは異

なる規則に基づいて計算されます。 

上記のパートナーシップ所得の配賦の原則および例外規定については、フランス税法 238K

条の 2 において、以下のとおり区分されています。 

(i) パートナーが法人税課税される団体である場合 
 

パートナーに配賦される所得持分は商工業所得の規則に基づいて決定されます。 

(ii) パートナーが法人税課税されない団体である場合 
 

以下の三通りに区分されます。  

                                                             
8 SCS については、ジェネラルパートナー（“commandités”）の出資持分に相当する部分についてはジェネラルパート

ナーシップとして、リミテッドパートナー（“commanditaires”）の出資持分に相当する部分については法人として取り

扱われます。 
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a. パートナーが個人および（または）非商業活動を行っている場合 

当該パートナーに配賦される所得持分は、パートナーシップに適用される規則に従って

決定されます。 

b. パートナーが工業、商業、手工芸または農業を営む団体であり、簡易課税を選択してい

る場合、または資産運用のみを行うパートナーシップである場合 

当該パートナーに配賦される所得持分は、原則として商工業所得の規則に従って決定さ

れます。 

c. パートナーが工業、商業、手工芸農業を営む団体であり、一般的な規定により課税されて

いる場合、または商工業所得の適用を受ける法人である場合 

当該パートナーに配賦される所得持分は、パートナーの事業活動（すなわち、商工業所

得あるいは農林業所得）に適用される規則に従って決定されます。 
 

法人税が課される企業に帰属する所得持分については、パートナーシップに適用される規則

にかかわらず、当該企業に適用される規則、すなわち、商工業所得の規則が適用されます。そ

の結果、仮にパートナーシップがパートナーと異なった事業活動を行っている場合（たとえば、

パートナーが商業活動を行い、パートナーシップが不動産の賃貸のような非商業（civil）活動を

行っている場合）、以下の二つの方法により、所得区分を決定する必要があります。 

(i) 法人税課税される企業に帰属するパートナーシップの所得持分については、その企業で

あるパートナーに適用される規則による 
 

(ii) 法人税課税されない他のパートナーに帰属するパートナーシップの所得持分については、

パートナーシップに適用される規則による 
 

商工業所得または農林業所得の別表においてパートナーシップの課税対象となる所得を決定

するにあたり、出資金に加えてパートナーシップに対して拠出した資金に関してパートナーが

受け取る利子は、税務上パートナーシップにおいて損金算入可能です。しかし、当該利子に

ついては過少資本税制が適用されます。 

法人税が課されなかったパートナーシップが法人税課税されることとなる場合（以下、(2)参照）、

当該変更は、税法上、パートナーシップが解散し、新たなパートナーシップが組成されたものと

みなされるため、原則として変更時に各パートナーに課税が生ずることになります。 

(2) パートナーシップが課税団体として取り扱われるための条件等 
 

フランスのパートナーシップのうち相当数は、自らの選択またはフランス税法の規定により、法人税が

課されていると考えられます。この場合、パートナーシップは、税務上パススルーではなく、法人とし

て取り扱われます。パートナーシップの利益がパートナーシップにおいて課税された後、各パートナ

ーレベルにおいて、分配された課税後利益に追加的な課税が行われます。 

① 選択により法人税が課されるパートナーシップ   
 

フランス税法 239 条 1 項によると、パートナーシップが以下の要件を満たす場合、法人税課税

を選択することができるとされています。 
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(i) 法人税課税の適用を受けようとする課税事業年度開始から 3 月以内に、所轄の課税当

局に、選択届出書を提出していること 
 

(ii) 法人税課税を選択するパートナーシップの登録された事務所所在地、名称、各パートナ

ーの名称、所在地および出資持分割合が選択届出書に記載されていること 
 

(iii) 選択届出書は、規約に規定された規則に従いサインされていること、または全てのパート

ナーによりサインされていること 
 

(iv) 法人税課税の選択が取消不能とされていること  

② フランス税法上の特別規定により法人税が課されるパートナーシップ  
 

リミテッドパートナーシップのうち SCS、ジェネラルパートナーシップのうち SEP および休眠状態

のパートナーシップ（Societes de fait）等については、以下の規則が適用されます。 

(i) SCS 
 

所得認識について、二つの異なる制度が設けられています。このため（エンティティごとに）二

つの申告書の提出が必要とされます。 

a. ジェネラルパートナーに配賦された所得についての申告書(フォーム 2031) 

b. リミテッドパートナーの持分についての申告書(フォーム 2065) 

(ii) SEP および休眠状態のパートナーシップ 
 

法人税課税を選択しなかった SEP および休眠状態のパートナーシップについては、パートナ

ーシップ債務について無限責任を負わず、課税当局（FTA）に対して氏名が公表されないパー

トナーに対して配賦された利益持分に限り、法人税が課されます。 

このようなパートナーが存在する場合、パートナーシップが認識する所得について二種類の税

が課されるため、パートナーシップは次の二つの申告書を提出しなければなりません。 

a. 所得税または法人税法上、各ジェネラルパートナーに帰属する所得持分を確定させるた

めの申告書 

これらのパートナーの所得持分については、各パートナーの名において、各パートナー

の個別の状況に応じた所得税または法人税が課されます。 

b. 法人税法上、有限責任であり、課税当局に対して氏名が公表されていないパートナーの

権利に応じたパートナーシップの所得持分を確定させるための申告書 

なお、商業活動（商工業または手工芸等）を行う通常の法人（Civil Company）には原則として

法人税が課されますが、課税当局は、商業活動から生じる収益が法人の収益(VAT 税抜き)の

10%を超えないときは、当該法人の収益についてはパートナーシップ税制が適用されるとして

います。 

SC の税制に関しては、上記以外の例外規定がありますが、実務上あまり使用されていないた

め、一般的な税制を対象としている本レポートでは割愛します。 
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(3) 課税当局に対するパートナーシップの情報提供義務  
 

パートナーシップはその所得および各パートナーに帰属する利益持分について課税当局に報告し

なければなりません。 

パートナーシップがどのような申告書を課税当局に提出するかについては、パートナーシップが行う

事業活動の性質およびパートナーの状況（およびパートナーシップに適用される税制に関する特定

の状況）により異なります。 

① 商業、工業、農業および非商業活動を行うパートナーシップ  
 
フランス税法第 2 節、60 条によると、工業、商業、農業あるいは非商業活動を行うパートナー

シップは、個人事業者（exploitants individuels）に適用される税務上および会計上の義務を

果たさなければなりません。 

したがって、パートナーシップは、課税当局がパートナーシップの課税所得を決定するために

必要な情報が記載された申告書を提出しなければなりません。 

申告書はパートナーシップの名において、法律上の代表者（またはパートナーシップを代表す

る権限を有するその他の者）によって提出されなければならず、パートナーシップの各メンバー

が個別に提出する必要はありません。この場合でも、所得に対する課税については、パートナ

ーレベルにおいて、パートナーの名において、持分割合に応じ行われます。また、パートナー

シップレベルでは、会計上の義務を果たす必要があり、そのため、商業活動を行うパートナー

シップは、毎年フォーム 2031 を提出する必要があります。 

② 不動産関連事業に関するパートナーシップ 
 

不動産の貸付のみを行う不動産パートナーシップ（Real estate partnerships）は、フランス税

法 1655 の 3 において例外が規定されており、年次の申告書をフォーム 2072（フランス税法

172 条の 2 において規定）という特殊な形式で提出しなければなりません。この申告書により、

不動産所得または商工業所得に適用される規則に基づき、各パートナーの個別状況に対応し

た課税所得が決定されることになります。すなわち、不動産パートナーシップとは、課税上の法

人格を有した団体であり、課税はパートナーレベルで行われますが、課税所得はパートナーシ

ップレベルで算定されます。 

フランス税法 1655 条の３において定義される不動産を共有するパートナーシップ(Real 

property co-owner partnerships)は、完全なパススルーとして取り扱われ、フォーム 2031 の

形式の申告書を提出しなければなりません。不動産を共有するパートナーシップは、法人格を

持たず、その持分は、資産の共有持分とされます。したがって、団体ではなく、税務上、完全な

パススルーとされます。各パートナーは直接不動産を保有しているものとみなされます9。 

 

 

                                                             
9 不動産パートナーシップは、私法上の法人格を有しており、税法上も団体として取り扱われますが、それ自体には課

税されません。一方、不動産を共有するパートナーシップは、私法上の法人格を持たず、税法上も完全なパススルー

として取り扱われます。 
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③ 各パートナーに帰属する所得持分に関する報告 
 

フランス税法 242 条 1 項により、パートナーシップおよびパートナーシップ類似の団体は、パー

トナーへの所得の配賦および実際の分配状況を記載した明細書を申告書に添付しなければ

なりません。所得の配賦および実際の分配のいずれにおいても、申告書には各パートナーの

氏名および住所の記載が必要です。 

配賦される所得が異なる規則が適用される複数の事業活動から生じている場合、課税標準額

は事業活動ごとに分けられなければならず、経営責任者（またはその権限を有する他の者）は、

課税所得の区分ごとに各パートナーに配賦される持分を計算しなければなりません。 

パートナーシップが取得する有価証券から生じる所得は、パートナーの名において直接課税さ

れますが（すなわち、活動ごとに分けられることがありません）、当該所得についてもパートナー

シップにより申告されなければなりません。課税当局が以下の項目を特定するため、（申告書

提出により）パートナーシップから情報が提供されます。なお、当該所得はパートナーレベルで

投資所得として課税されます。 

(i) 受取人のアイデンティティ 

(ii) パートナーシップ損益の分配 
 

フランスの税法において、法人税が課されるパートナーたる団体は、パートナーシップのパート

ナーとして、その保有する権利に応じた利益持分に係る法人税を直接負担します。 

同様に、パートナーシップの持分がパートナーたる企業の貸借対照表に記載されている場合、

当該企業の利益持分は当該企業の損益に含まれ、商工業所得の明細（別表）において、当該

企業の名において課税されます。 

④ 報告義務に従わなかった場合 
 

パートナーシップまたはパートナーが適切な情報が記載された申告書を提出できなかった場

合には、パートナーたる団体が認識すべき所得は、課税当局の判断で見積もられます。そのた

め、以下のような場合には、パートナーはその持分割合に応じた納税義務を負います。 

(i) 所得が過大に見積もられているという証拠を提示できない場合 

(ii) パートナーシップが必要な申告書を提出しなかった場合 
 

課税当局（FTA）は、みなし課税所得を決定し、当該所得の各パートナーの持分について課税

することができます。 

(4) パートナーシップの課税所得の計算主体  
 

上述のとおり、フランスのパートナーシップが税務上パススルーとして取り扱われることから、所得は

パートナーシップレベルで決定されますが、各パートナーに実際に分配されたかどうかにかかわらず、

所得はそのパートナーに配賦されたものとして取り扱われます。 

パートナーシップの所得に係る課税関係は、パートナーシップの事業年度末の状況により決定され

ます。パートナーシップの事業年度末において、パートナーはパートナーシップの所得を認識し、そ

の認識した所得について課税されることになります。 
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法律上の観点から、会社型のパートナーシップ（ジョイントベンチャーではなく、会社として組成され

たパートナーシップ）は、配当を分配することができますが、これらの配当は税務上の観点からは所

得の分配として取り扱われません。実際、これらの所得は、事業年度末にパートナーにおいて直接

課税されているため、これらの所得が実際にパートナーに分配されたときに二重に課税されることは

ありません。 

 

2. パートナーシップ損益の配賦に関する課税関係 
 

(1) 各パートナーへのパートナーシップ損益の配賦方法 
 

パートナーシップからパートナーへの損益配賦については、パートナーシップの種類により異なりま

す。 

ジェネラルパートナーシップについては、パートナーに配賦される課税所得は、通常、個人事業者の

所得決定の規則にしたがって計算されます。上述のとおり、当該計算はパートナーシップレベルで

行われ、パートナーシップが行う事業活動に応じた所得区分に適用される規則にしたがって計算、

配賦されます（上記 1.をご参照ください）。 

リミテッドパートナーシップには、その稼得した所得に対して適用される二つの異なる制度を含む特

別な規則が適用されます。 

① 所得区分 
 

(i) 個人パートナー  
 

上述のとおり、個人パートナーについては、パートナーシップが行う事業活動によって、パート

ナーシップの利益持分の区分が決定されます。 

個人パートナーに配賦される損益は、（商工業所得、非商業所得、不動産所得などの）関連す

る所得ごとに当該個人の所得税の課税標準に含まれます。 

(ii) 法人パートナー 
 

法人パートナーに配賦される損益は、法人税の課税標準に含まれます。 

パートナーシップから生じた損失は、一定の条件の下、繰越控除または繰り戻し還付ができま

す（なお、繰越控除または繰戻還付は法人パートナーにのみ、認められています）。 

② 所得認識のタイミング 
 

パートナーシップ利益が実際に分配されたかどうかにかかわらず、当該利益は、パートナーシ

ップの事業年度末において、各パートナーにおいて実現したものとみなされます。パートナー

レベルで課税された所得は、実際の所得分配時に追加で課税されることはありません。パート

ナーに配賦された損失は、当該パートナーの課税所得から直接控除することができます。 

例外として、パートナーシップが受動的所得の支払代理人となる場合には、パートナーシップ

が支払を受けた日において、その受動的所得がパートナーによって獲得されたものとみなされ
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ます。これは、パートナーシップが事業活動を行っておらず、パートナーの代理で受動的所得

を受領するだけのパススルーエンティティであると考えられる場合に適用されます。 

③ 配賦割合 
 
原則として、パートナーシップ所得の配賦は、契約の条項によって決定されます。いわゆる獅

子条項 clauses léonines（特定の株主（パートナー）に権利または義務を集中させる条項）に適

用される法律により、定款上、特定のパートナーのみへの所得の帰属が定められる可能性もあ

りますが、特段の規定がない場合には、利益の配賦はパートナーシップにおける各パートナー

の出資持分に応じて行われます。 

また、パートナーは、適宜、配賦割合に関する法律上の取決めを変更し、異なる配賦規則の適

用に合意することがあります。パートナーシップの損益配賦についての当初規則の変更は、課

税当局に事業年度末までに登録し、通知する必要があります（このような取決めは、法人課税

の選択と同様、課税当局に登録する必要があります。配賦規則の変更に関する特別な申告書

の提出は必要ありませんが、当該契約書のコピーを所轄税務署に送付する必要があります）。 

(2) 各パートナーが受動的か能動的か、有限責任か無限責任かによる所得区分の違い  
 

上述したとおり、パートナーが受動的パートナーである場合には、基本的にパートナーシップの所得

区分は、パートナーシップの事業活動によって決定され、そうでない場合は、パートナーの税務上の

状況およびパートナーの事業活動によって決定されます。 

(3) 労務出資または無形資産の出資が行われる場合の各パートナーへの損益配賦 
 

パートナーシップ設立に際し、パートナーによる出資が必要になります。出資は、金銭出資、現物出

資、労務の出資（contribution in industry  “apports en industrie”）により行われます。 

労務の出資には、パートナーシップの自由裁量による一定の技術的ノウハウ、役務の提供を含みま

す。言いかえれば、そのような出資は、パートナーが役務提供をしたときに行われます。実際、このよ

うな出資はまれであり、多くの場合、個人が（事業を行う）組織またはパートナーシップのために何ら

かの活動を行う際には、通常、役務提供契約に基づいています。原則として労務の出資の金額を法

律上の団体の資本の一部とすることはできません（フランス民法 1843-2 条）。したがって、「労務の

出資者」は、その出資と引き換えに、パートナーシップの出資持分を受け取ることはできません10。 

無形資産の出資（つまり現物出資）も認められており、パートナーは、当該出資に対応する持分を受

け取ることが認められます。 

上記の場合において、損益配賦の規則は、労務の出資が利益持分を得る権利を有する可能性があ

るという（法的にはパートナーシップにおける持分を有していないので）点を除いては、通常の場合と

同様です。労務の出資がなされた場合の配賦割合についての明確な規定はありません。配賦割合

は、契約によりパートナーが決定します。重要な要素として、パートナーに対する労務出資の報酬が

独立第三者間取引として認められるものでなければならないという点が挙げられます。 

                                                             
10 例外として、フランス会社法 38 条により、LLC（SARL）には、労務の出資に対してパートナーシップ持分の割り当て

が認められています。労務出資の評価額は、権利を有するパートナーに対するパートナーシップの所得持分の決定

時に行われます。 
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(4) 出資比率以外の割合で各パートナーに損益が配賦される場合の課税関係  
 

パートナーは、法律上の規定または事業年度末までに登録されたその他の契約に基づき決定され

た所得持分の割合に応じて（プロラタで）、課税されます。したがって、配賦割合が出資割合と異なる

場合でも、配賦割合が独立の第三者にも適用されるという条件を満たしているのであれば、当該配

賦割合に基づいて課税されます（配賦割合に関する契約上の特別な取決めについては、すべての

パートナーによって署名され、事業年度末までに登録されていることが必要です）。 

(5) パートナーとパートナーシップとの間の取引に係る課税関係 
 

① 不正行為理論 
 

関係者との取引が独立第三者間価格に基づいていない場合には、課税当局は、不正行為理

論に基づいて、これらの取引の税務上の取扱いについて異議を申し立てる可能性があります。

たとえば、子会社が報酬を得ずに親会社に保証を行った場合、課税当局は、子会社が独立の

第三者から受領すると考えられる価格に基づく報酬を加えて、子会社の課税所得計算を修正

します。 

フランスパートナーシップに適用される特別な税制において、不正行為理論がパートナーシッ

プに適用され得るかという問題は、以前より提起されていました。フランス裁判所は、パートナー

シップが親会社から通常取引より有利な利益を得ている場合（たとえば、無利子貸付または無

償の保証など）、課税当局が親会社に対し、当該利益のうち他のパートナーの利益持分に対

応する部分を親会社の課税所得に加算することを求めることができるとしています。このような

場合において、パートナーシップが保証や借入金に係る費用を負担していないことにより、親

会社にとって当該利益のうち自身の所得持分に対応する部分はすでに増加していることになり

ます。したがって、他のパートナーの所得持分に対応する部分のみを加算すれば、親会社に

おいて二重課税は生じないことになります。 

② 過少資本税制 
 

課税当局は、法人税の課税対象となるパートナーが存在するパートナーシップの場合には、パ

ートナーシップの課税所得の決定において過少資本税制が適用されるとしています。  

フランスの過少資本税制は、特殊関係者の負債に係る利子の損金算入を制限することを目的

としています。この規則には基本的に次の二つの制限があります。 

(i) 利子率の限度 

(ii) 資本に対する負債割合の限度 
 

限度利子率を超える利子の損金算入は永久的に認められません。 

限度利子率以下の利子については、さらに、資本に対する負債割合によって制限されます。

資本に対する負債割合の限度を超えていることにより否認された利子（および 150,000 ユーロ

を超えるもの）は、利子が生じた事業年度において損金不算入となりますが、翌事業年度に繰

り越すことができます。繰越の 2 年目以降において、繰り越された利子の 95％が同税制による

一定の限度内で、損金算入が認められますが、5％については、損金算入は認められません。 
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上述の資本に対する負債割合については、パートナーシップレベルでのみ考慮されていること

にご留意ください。また、この規則は法人税の課税対象となるパートナーに分配される課税所

得の決定においてのみ適用されます。 

(6) パートナーへのパートナーシップ所得の分配時に課される源泉税（パートナーが非居住者または外

国法人である場合を含む） 
 

法人税課税を選択していないフランスパートナーシップの持分を有する外国法人パートナーは、たと

え租税条約の適用を受けることができる場合であっても、当該パートナーシップの利益持分について

フランスの法人税が課されます。最高裁判所は、パートナーシップに税務上の法人格があることを明

らかにしており、パートナーが納税者となるものの、パートナーシップが課税団体であるとしています。 

以上より、外国法人および非居住者であるパートナー（以下、「外国パートナー」）は、パートナーシッ

プの持分割合の範囲内で、フランスにおいて納税義務があります。源泉税は課されません。外国パ

ートナーは申告書を提出しなければなりません。 

属地主義により、外国パートナーのフランスにおける納税義務はパートナーシップがフランスにおい

て行った活動から生じる所得に限定されます。さらに、パートナーシップの利益は直接パートナーに

おいて課税され、パートナーシップによる利益の（実際の）分配はフランスにおける課税を生じさせな

いため、パートナーシップによる利益の分配は課税対象となりません。 

しかしながら、実務上は、当該原則の適用について議論の余地があり、課税当局あるいは判例により

明らかにされるべき様々な論点が依然としてあるものと思われます。 

 

3. パートナーシップへの出資時における各パートナーの課税関係 
 

法人税/所得税の観点からは、現物資産の出資は出資された資産の所有権の移転とされ、パートナー

にとってキャピタルゲイン課税の対象となります。 

(1) 金銭出資を行ったパートナーの課税関係  
 

パートナーシップに金銭出資を行うパートナーに対して、特別な課税関係はありません。 

(2) 金銭以外の資産の出資を行ったパートナーの課税関係  
 

① 不動産の出資 
 

(i) 個人パートナー 
 

不動産に係るキャピタルゲインについては、出資された資産の時価と取得価額の差額に対し

19％の一定税率（社会保障関連諸税を含むと 32.5％）により課税されます。 

(ii) 法人税課税の対象となるパートナー 
  

現物出資により行われる不動産の譲渡は、34.43％（社会保障関連諸税を含みます）の標準税

率により法人税が課されます。 
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② 不動産以外の現物出資 
 

(i) 個人パートナー 
 

現物出資により生じるキャピタルゲインについては所得税が課され、その税率は出資される資

産により異なります。 

パートナーシップに対する有価証券の出資によるキャピタルゲインは 19％の一定税率により課

税されます（社会保障関連諸税を含むと 32.5％）。この標準税率は、41％を上限とする累進税

率により課される不動産会社株式の出資によるキャピタルゲインには適用されません。 

課税対象となる金額は、原則として有価証券の価額（通常、公正な時価とされます）と有価証券

の取得価額との差額とされます。 

(ii) 法人パートナー 
 

現物出資は、標準的な法人税率（社会保障関連諸税を含むと 34.43％）によるキャピタルゲイ

ン税が課され、長期のキャピタルゲイン（以下の特許権のような特別のケースが該当します）とさ

れる場合には低い税率が課されます。 

適格（すなわち、実質的に 2 年以上、法人税の課税対象である法人の株式を 5％超保有して

いること）とされる保有株式の譲渡については免税制度が適用され、キャピタルゲイン税は免税

とされますが、譲渡益の 10％部分は標準的な法人税の課税標準に含まれます（フランスの標

準的な法人税率は 34.43％であるため、この結果、実効税率は 3.44％となります）。 

(3) 労務の出資または無形資産の出資を行ったパートナーの課税関係  
 

① 労務の出資 
 

労務の出資により、パートナーレベルで所得は生じませんが、パートナーシップから支払われる

利益持分についてはパートナーレベルで課税されます。 

② 無形資産（特許権等）の出資 
 

(i) 個人パートナー 
 

事業目的で使用される特許権の出資により生じるキャピタルゲインは、16％の税率により課税さ

れます（社会保障関連諸税と合わせると 29.5％になります）。 

出資により受領した持分を譲渡、買戻しまたは消却するまでの間、個人のパートナーに課税の

繰延べが認められています。出資が行われてから 6 年目以降、利益の 1/3 の軽減措置が適用

されます。つまり、9 年目以降は免税となります（当該免税制度は個人パートナーが特許権を

出資した場合に適用され、法人パートナーおよび他の種類の資産を出資した場合等には適用

がありません）。 
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(ii) 法人税課税の対象となるパートナー 
 

特許権の出資から生じるキャピタルゲインについては、少なくとも 2 年以上保有しており、かつ、

フランス法人税 39 条 12 に規定されるパートナーシップに関連していない場合、15％の軽減税

率により法人税が課されます。 

(4) 新規パートナーが加入した場合の既存パートナーの課税関係 
 

パートナーシップが事業を行っている期間中の出資の課税関係は、設立時出資と同様です。パート

ナーシップ出資額を増加させるプレミア発行は、追加出資とされますが、既存パートナーに何ら課税

は生じません。プレミアムを（パートナーシップ自体に）計上することによって、出資前と同じ配賦割合

を保つことができます。  

 

4. パートナーシップ脱退時における各パートナーの課税関係 

 

(1) パートナーシップ脱退時または解散時に最終分配（金銭および金銭以外）を受けるパートナーの課

税関係 
 

① 解散  
 

パートナーシップの解散によって、解散日におけるパートナーシップ事業の利益について課税

が生じ、同時にパートナーシップの資産の解散時における含み益についての課税も生じます。 

パートナーシップが事業を行っている期間中と同様に、所得への課税はパートナーレベルで行

われます。 

② パートナーシップの解散に拠らないパートナーの脱退 
 

パートナーを脱退させるために、パートナーシップが自己出資を買戻し、同額の出資数の減少

により出資を消却することがあります（買戻しは相殺されます）。 

パートナーシップがパートナーに保有されている持分の一部を買い戻し、その買戻しによって

出資を消却する場合には、登録税のみが課されます。 

パートナーにおいて認識される譲渡益については、以下の 6.をご参照ください。 

(2) パートナー脱退時の最終分配による他のパートナーの課税関係  
 

パートナーの脱退による最終分配により、他のパートナーに課税関係が生ずることはありません。 
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5. パートナーシップに関する租税回避防止規則 
 

(1) パートナーシップまたはパートナーに適用される租税回避防止規則 
 

パートナーシップに適用される主要な租税回避防止規則は、リース資産に係る減価償却限度額規

定と損失の損金算入制限規定です。これらの規定の適用関係は、パートナーシップが法人税の課

税対象か否かによって異なります。 

① 法人税課税の対象となるパートナー 
 

法人税の課税対象となるパートナーにおいて、これらの規定の適用は、リース資産が EU 経済

域内にあるかどうかによって異なります。EU 経済域内にない資産については、以下、②の法

人税課税の対象とならないパートナーに対して適用される規則をご参照ください。 

パートナーシップが EU 経済域内にある資産をリースした場合、その資産に係る減価償却は、

フランス税法 39C-II-1 に従って制限されます。さらに当該減価償却費については第二の制限

が課されます。 

(i) 第一の制限：最初の 36 カ月における減価償却額が、当該事業年度に稼得した賃貸料の

合計額の 3 倍までに制限されます。 

(ii) 第二の制限：上述の第一の制限を行った資産の最初の 12 ヶ月の減価償却費のうち、法

人税が課されるパートナーの所得の 1/4 までしか損金算入できません。 

この規則の適用により損金算入できない減価償却費については、翌事業年度に繰り越され、

翌事業年度においても同規則が適用されます。 

② 法人税課税の対象とならないパートナー 
 

リース資産の損金算入減価償却額は、その事業年度に稼得した賃貸料の合計額とその資産

に係る関連費用との差額を超えることはできません（フランス税法 39 条 C-II-2）。 

この制限が課されるパートナーシップは、繰越減価償却額および損失について申告書に記載

しなければなりません。さらに、フランス税法 54 条によって、EU 経済域内にある資産に関して

特別な申告書であるフォーム 2084-SD を提出しなければなりません。申告義務を怠った場合

は、リース資産の取得価額の 5％の罰金が科されます。 

非協力的な国における法律上の手当てまたは租税滞納等についての一般的な租税回避防止規則

は、パートナーシップを含むすべての種類の団体に適用されます。 
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6. パートナーシップ持分を第三者に譲渡した場合の各パートナーの課税関係 
 

(1) パートナーシップ持分の譲渡益の所得区分 
 

① 専門的事業を行うパートナーシップ 
 

a. 個人パートナー 

パートナーシップ持分の譲渡益は、フランス税法 151 条により、パートナーのステータス（受動

的か能動的か）によって、以下のように区分されます。パートナーがパートナーシップにおい

て、専門的な役割を果たしている場合には、能動的パートナーとされます。運用ガイドライン

（administrative guidelines）によると、パートナーシップ事業に直接、個人的かつ定期的に

参加している場合には、専門的な役割を果たしているものとみなされます。 

b. 能動的個人パートナー  

事業活動を行う個人によって保有される農業所得、商工業所得または非商業所得を生じさせ

るパートナーシップ持分、および事業活動に用いられる資産として取り扱われるパートナーシ

ップ持分の譲渡は、事業資産に係るキャピタルゲインとして取り扱われます。 

この場合、パートナーシップ持分の譲渡から生じるキャピタルゲインおよびキャピタルロスは、

事業のキャピタルゲインに係る課税制度が適用され、2 年以上保有の場合には 16％の税率

により課税が行われます。短期保有（保有期間が 2 年未満の場合）のキャピタルゲインにつ

いては、41％を最高税率とする累進税率により課税されます。 

c. 受動的個人パートナー 

パートナーシップにおいて専門的な役割を行っていない個人が保有するパートナーシップ持

分の譲渡は、フランス税法 150-0A の規定に基づき、19％の税率により、自己用資産に係る

キャピタルゲインとして課税されます。 

d. 法人税課税の対象となる法人パートナー  

原則として、パートナーが事業活動を行う場合には、パートナーシップ持分は事業資産とみ

なされます。法人税の課税対象となる団体は、常に事業活動を行うものとみなされるため、パ

ートナーシップ持分が法人税課税法人の資産として計上される場合には、パートナーシップ

の活動の性質にかかわりなく事業資産に係るキャピタルゲインに適用される規則にしたがっ

て課税が行われます。 

一定の適格株式の譲渡については、2 年以上保有している場合、キャピタルゲインのうち

10％は標準税率により法人税が課されますが、それ以外の部分について法人税は課されま

せん。 

キャピタルゲインに適用される投資税制に関する 3.をご参照ください。 
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② 非専門的事業11を行うパートナーシップ 
 

a. 個人パートナー  

パートナーが事業を行わないパートナーシップの持分を保有している場合には、その持分の

譲渡から生じる損益は、自己用資産のキャピタルゲインに区分され、課税されます。 

b. 法人税課税の対象となる法人パートナー 

該当なし 

(2) パートナーシップ持分の取得原価の算定方法  
 
原則として、キャピタルゲインは譲渡される持分の譲渡対価と取得原価との差額について課税されま

す。持分の取得原価は、譲渡人が持分を出資した場合には出資時における時価となります。法人パ

ートナーの場合は原則として簿価と一致します。 

さらに、フランスパートナーシップに適用される特別規則により生じる所得または損失に対する二重

課税を防ぐために、フランス最高裁判所は、Quéméner court case (Conseil d’Etat, 16 February 

2000)において、パススルー団体における出資持分の取得原価は、以下のとおり調整されるとしまし

た。 

① パススルーの団体により認識された所得および損失に関してパートナーが行った金銭の拠出

（増加） 

② パートナーに取り込まれた損失およびパートナーに配賦された所得（減少） 

2005 年の最高裁判決において、上述の要件が個人にも適用されています。 

(3) パートナーシップ持分の譲渡による他のパートナーの課税関係 
 

他のパートナーに対する特別な課税関係はありません。 

 

                                                             
11 実質的には、パートナーシップが資産の保有および運用のみを行う場合、非専門的事業を行っているものとして取り

扱われます。 
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IV. ドイツのパートナーシップ税制に関する

調査報告 

1. パートナーシップに適用される課税関係 
 

(1) パートナーシップの課税上の取扱い 
 

ドイツでは、個人所得税および法人所得税法上、パートナーシップは、パススルーとして取り扱われ、

原則としてパートナーシップレベルで課税されません。パートナーシップ事業の損益は原則としてパ

ートナーシップレベルで算定された上で、各パートナーへパススルーされ、課税されます（flow-

through concept）。 

一方、営業税上は、個人所得税および法人所得税とは異なり、パートナーシップが課税対象となる

団体として取り扱われ、パートナーシップ自体に営業税12が課されます。営業税は、パートナーシッ

プが事業を行う場合または法人パートナーを有する場合に限り課され、その課税標準は法人所得税

法上の課税所得に一定の調整を行った事業利益とされます。パートナーシップ事業に損失が生じた

場合、当該損失は翌期以降に繰り越すことができます。 

個人および法人（またはその他の法人化された団体）のいずれもパートナーシップのパートナーとな

り得、また、パートナーシップ自体も他のパートナーシップのパートナーとなることができます。個人パ

ートナーは、いわゆる留保利益の特例13(retention privilege)を選択しない限り、当該個人に配賦さ

れたパートナーシップの所得について、累進税率により算定される個人所得税を支払うことになりま

す。法人パートナーは、配賦されたパートナーシップ所得について、一定率の法人所得税が課税さ

れます。 

上記のとおり、パートナーシップは、個人所得税および法人所得税法上、パススルーとして取り扱わ

れますが、申告書の提出義務についてはパススルーとはされず、税務上の取扱いに関する情報を

記載した申告書を提出する義務を負います。なお、パートナーが（パートナーシップに係る）自らの

費用を損金算入する場合、形式上、パートナーシップレベルで費用計上する必要があり、自らの申

告書において、直接、当該費用を損金算入することはできません。 

                                                             
12  営業税は、ドイツ連邦法に規定されていますが、地方公共団体により一定の法人に対して課税および徴収が行われ

ます。 
13  留保利益の特例（ retention privilege）は、パートナーシップの利益の一部について選択的に利用できるものであり、

適用対象となる利益部分については優遇税率により課税されます。当該特例はパートナーシップからパートナーに

分配された利益部分ではなく、パートナーシップに留保されている利益部分について適用されます。当該特例を導

入した立法者側の意図は、パートナーシップの利益を各パートナーレベルで使い切らせるのではなく、パートナーシ

ップレベルで再投資させるための優遇措置を設けることにありました。優遇税率は、28.75％の個人所得税率に

5.5％の連帯税が加算されます。当該特例は、居住者および非居住者たる個人パートナーに適用され、個々のパー

トナー毎に選択することができます。 
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ド イ ツ の パー ト ナ ー シ ッ プ 税 制 を 十 分 に 理 解 す る た め に は 、 以 下 の 補 助 的 貸 借 対 照 表

(supplementary balance sheets)および特別貸借対照表14(special balance sheets)という、当該税

制の基礎となる二つの概念が肝要となります。 

補助的貸借対照表とは、個別のパートナーの課税関係を反映した貸借対照表であり、例えばパート

ナーシップにおけるパートナー構成の変更があった場合等に、この概念の必要性が生ずることにな

ります。 

例えば、パートナーA および B がそれぞれ 50％ずつの持分を有する AB パートナーシップにおい

て、貸借対照表上、合計 100 の持分が計上され、貸方に計上されている負債はないものとします。

ここで、新たに個人 C が B から持分 50％を 70 にて取得する場合、C により支払われた、持分割合

を超過する 20 については、税務上、パートナーシップの会計帳簿の一部を構成する C の補助的貸

借対照表に計上されなければなりません15。 

特別貸借対照表の概念は、パートナーシップとパートナー間の契約上のアレンジメントを反映するよ

うに作成されます。当該契約上のアレンジメントは、しばしば「保証された支払 (guaranteed 

payments)」と言われますが、当該支払は個々の契約上の文言に従い、各パートナーに配賦される

ことになります。この考え方は、本来的には、立法者側の、事業を行うパートナーシップの全所得を

事業所得として取り扱うという意図に従ったものであり、この税務上の取扱いにより、個々の所得項目

が包括的なキャピタルゲイン課税および営業税の対象とされます。他の所得項目、例えば投資活動

から生ずる所得は、限定的なキャピタルゲイン課税の対象とされ、営業税の課税対象とはされません。 

例えば、パートナーではない個人が他の個人との間でリース契約を締結した場合、当該個人はリー

スによる投資所得を得ます。当該所得は包括的なキャピタルゲイン課税の対象とはなりませんが、営

業税上はリース所得（通常、営業税は課されません）から事業所得（通常、営業税が課されます）へ

再区分され、課税されます。しかし、仮にあるパートナーが、自らがパートナーとなっているパートナ

ーシップとの間でリース契約を締結した場合、投資所得ではなく、事業所得を得ることになります。原

資産（つまり不動産）については包括的なキャピタルゲイン課税の対象とされ、さらに当該資産から生

ずる所得に営業税が課されます。 

パートナーシップの各資産は、会計上、原則として、特別貸借対照表に計上されます。不動産賃貸

借契約以外の典型的なアレンジメントとして、パートナーシップとパートナー間のサービス契約、動産

リース契約、ローン契約、ライセンス契約およびコンサルティング契約等があります。 

(2) パートナーシップが課税団体として取り扱われるための条件等 
 

上述のとおり、ドイツでは、個人所得税および法人所得税法上、パートナーシップは、パススルーとし

て取り扱われます。営業税上のみ、課税対象となる団体とされますが、当該営業税上の取扱いは、

パートナーシップからパートナーへの分配、またはパートナーへの持分払い戻しには影響を及ぼし

ません。 

                                                             
14 補助的貸借対照表および特別貸借対照表は通常の貸借対照表とともにパートナーシップにより、その所轄税務署

に提出されます。 
15  パートナーC による 20 の超過出資の一部は、パートナーシップの資産の含み益、残りはのれんに配賦されます。こ

こで、補助的貸借対照表の合計は 20 となります。当該金額は通常の貸借対照表におけるそれぞれの出資金額（こ

の例の場合 50）を超える部分の金額と一致します。補助的貸借対照表は資産の減価償却およびのれんの償却を

反映するために用いられます。なお、この場合において、個人 A への影響はありません。 
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(3) 課税当局に対するパートナーシップの情報提供義務 
 

パートナーシップは、税務上の取扱いに関する情報を記載した申告書を提出する義務があります。

ドイツの個人所得税および法人所得税法上、税務上の目的のために作成され、課税当局に提出さ

れる貸借対照表および損益計算書は、会計規則（ドイツ GAAP）に基づくこととされており、パートナ

ーシップは、申告書とともにその業務に係る貸借対照表を提出する必要があります。会計上の利益

は、会計原則に基づく利益計算および資産評価の規定とは異なる税務上の特別な規定に従って調

整されます。 

(4) パートナーシップの課税所得の計算主体 
 

技術的には、課税所得の計算は、パートナーシップレベルで行われます。計算結果は、情報申告書

に記載され、当該パートナーシップの所轄課税当局に報告されます。当該課税当局は、パートナー

シップ所得について、各パートナーが申告すべき各持分に応じた配賦額に関する通知書を発行しま

す。パートナーシップにより提供された当該情報に従い、パートナーの所轄課税当局がパートナー

の納付税額に関する通知書を発行します16。 

 

2. パートナーシップ損益の配賦に関する課税関係 
 

(1) 各パートナーへのパートナーシップ損益の配賦方法 
 

ドイツ税法は所得を 7 種類に区分しています。理論上、パートナーシップは、従業員としてのサービ

ス提供による所得以外の所得について、個人と同様に獲得する可能性がありますが、大部分のパー

トナーシップについて、獲得する所得は事業所得に区分されています。個人所得税および法人所得

税法上、パートナーは以下の二つの条件を満たす場合に、事業活動の結果として得られた所得に

ついて課税されます。第一の条件は、パートナーシップが事業活動を行っていることであり、第二の

条件は、パートナーがいわゆる共同事業者（co-entrepreneur” (Mitunternehmer)）としての資格を

有していることです。パートナーの所得区分は、その所得が事業活動から生じていることから、パート

ナーシップレベルでの事業により決定されます（当該所得区分は個々のパートナーに適用されます）。 

事業活動を行うパートナーシップは、ドイツのパートナーシップの最も標準的な形態ですが、専ら資

産の貸付または投資による利子の受取等の受動的な投資活動を行っているパートナーシップにつ

いては、事業活動を行うパートナーシップとは異なるルールが適用されます。すなわち、個人および

法人パートナー双方において、そのような受動的な投資活動を行うパートナーシップから得る所得は、

事業所得ではなく投資所得として取り扱われます。しかし、個人パートナーと法人パートナーでは異

なる部分もあり、個人パートナーでは投資所得とされる一方、内国法人たるパートナーでは、事業所

得にのみ課税を負担するという税法上の規定に従い、事業所得へ再区分されます。 

事業活動を行うパートナーシップについては、会計規則に基づく認識基準およびその他の所得決定

の規定により、利益または損失の課税時期が決定されます。発生する所得の種類はパートナーシッ

                                                             
16 通常、法人および個人パートナーは、個々のパートナーに配賦される金額に対してのみ納税義務を負います。所轄

課税当局は、通常、パートナーの損益持分に関する通知書を発行し、パートナーはその通知書により、パートナーシ

ップから配賦された所得を自らの申告書に取り込みます。 
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プレベルで決定されるため、各パートナーにおいては、パートナーシップでの所得認識のタイミング

と同時に当該所得を認識することになります17。 

パートナーシップの資産から生ずる利益または損失は、プロラタにより各パートナーに配賦されます。

しかし、上述の「保証された支払」については、個別の契約文言にしたがい、各パートナーに配賦さ

れます。上述のとおり、通常、税務上の配賦は各パートナーが締結した契約にしたがい、パートナー

によって予見可能な配賦割合を用いて行われますが、租税回避を目的とするような乱用的なケース

については、特別なルールが適用されます（後述）。 

(2) 各パートナーが受動的か能動的か、有限責任か無限責任かによる所得区分の違い 
 

ドイツ税制において、パートナーが能動的か受動的か、また、パートナーが有限責任か無限責任か

により、税務上の所得区分が異なることはありません。 

(3) 労務の出資または無形資産の出資が行われる場合の各パートナーへの損益配賦 
 

パートナーシップへの労務の出資および無形資産の出資は認められています。契約が独立第三者

間の基準に沿うものである限り、課税当局は、パートナーによって規定または合意された損益配賦方

法を認めています。 

(4) 出資比率以外の割合で損益が配賦される場合の各パートナーの課税関係 
 

契約が独立第三者間の基準に沿うものである限り、各パートナーは、パートナーシップ損益について

各持分に応じて課税されることになります。したがって、パートナーが二人のパートナーシップについ

て、それぞれ等しい利益参加割合を有しているが、出資額は等しくない場合（例えば、一人のパート

ナーが金銭出資し、別のパートナーが労務の出資を行う場合等）、各パートナーには同額の損益が

配賦されますが、税務上、各パートナーのパートナーシップ持分の簿価（tax base）は異なります。 

(5) パートナーとパートナーシップとの間の取引に係る課税関係 
 

独立第三者間価格で行われるパートナーシップからパートナーへの資産売却、役務提供は、通常

の取引として取り扱われます。したがって、パートナーシップは損益を認識し、各パートナーレベルに

おいて、状況に応じ課税が生じる（または生じない）こととなります18。 

パートナーからパートナーシップへの資産売却、役務提供についても原則として同様です。しかし、

パートナーからパートナーシップへの役務提供については、上記の特別貸借対照表のルールが適

用され、当該役務提供より生じる所得は、パートナーシップから配賦される所得として再区分される

可能性があります。 

                                                             
17  これは、ドイツのパートナーシップ税制の根本となる flow-through concept によるものです。この考え方は、パートナ

ーシップに「租税支払いの役割」を求めるのではなく、単なる「租税義務報告の役割」を求めていることを意味してい

ます。 
18  第三者との取引についてパートナーレベルで当該取引が課税される場合、パートナーとパートナーシップとの間で

生じた取引についても課税取引として取り扱われます。例えば、個人パートナーが、税法により課税される保有期間

中に、資産を売却し利益が生じる場合です。一方で、第三者との取引についてパートナーレベルで当該取引が課

税されない場合、パートナーとパートナーシップとの間で生じた取引についても課税取引として取り扱われません。

例えば、パートナーが、税法により課税される保有期間経過後に、資産を売却し利益が生じる場合です。 
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出資および払い戻しにより、課税関係は生じないと考えられます。 

(6) パートナーへのパートナーシップ所得の分配時に課される源泉税（パートナーが非居住者または外

国法人である場合を含む） 
 

パートナーシップ所得については、実際に分配されたか否かにかかわらず、持分に応じて、各パート

ナーに課税が生じます。パートナーの所在が国内か国外か、個人か法人かに関わらず、パートナー

への利益分配について、源泉税は課されません。（ただし、パートナーは、パートナーシップから配

賦される所得について、課税当局に税金を予納することを求められることがあります）。 

パートナーシップからの脱退によるパートナーシップ持分の払い戻しについても源泉税その他同様

の税は課されません。 

パートナーが事前に留保利益の特例(retention privilege)を選択した場合、その分配に関する複雑

な規則が適用されます。この場合、原則的な課税上の取扱いの例外として、事前に特例対象となっ

た留保利益が翌課税期間において分配された際に 25％の源泉税が課されます。 

 

3. パートナーシップへの出資時における各パートナーの課税関係 
 

(1) 金銭出資を行ったパートナーの課税関係 
 

金銭出資が行われた場合、パートナーシップレベルまたはパートナーレベルにおいて、課税関係は

生じません。 

(2) 金銭以外の出資を行ったパートナーの課税関係 
 

出資パートナーに関する金銭以外の資産の出資についての取扱いは、各資産が出資以前にどのよ

うに使用されていたか（すなわち事業用資産か非事業用資産か19）により異なります。 

パートナーが出資以前において、対象資産を非事業用資産として所有していた場合（非事業用資産

については、キャピタルゲイン課税の対象とはされないことから）、出資により、パートナーに課税関

係は生じません。パートナーにおいて、出資以前に当該資産の帳簿価額が記録されていないため、

パートナーシップは当該資産を出資時の時価にて認識します。ただし、一定の出資資産については、

出資資産の保有期間または性質を考慮した上で、制限的なキャピタルゲインのルールが適用される

ことがあります。 

一方、パートナーが出資以前において、対象資産を事業用資産として所有していた場合には、パー

トナーシップは当該出資をその資産の帳簿価額にて認識しなければなりません。したがって、当該

資産に関する含み益はパートナーシップレベルに移転されます。パートナーレベルでは、売却また

はその他処分がパートナーシップレベルで行われるまで、課税が繰り延べられます。 

                                                             
19 上述の通り、ドイツの個人所得税法は、所得を７つの区分に分類しており、そのうち農林業所得、自営業所得および

商業所得の 3 区分が事業所得とされ、それ以外の給与所得、賃貸所得、投資所得、その他所得は非事業所得とさ

れます。ここで、事業所得を獲得するために使用されている資産を事業用資産といい、非事業所得を獲得するため

に使用されている資産は、非事業用資産とされます。個人が保有する事業用資産は、キャピタルゲイン課税の対象

とされ、帳簿価額を認識することが求められる一方、非事業用資産については、キャピタルゲイン課税の対象とはさ

れず、帳簿価額を認識する必要もありません。 
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(3) 労務の出資または無形資産の出資を行ったパートナーの課税関係 
 

パートナーが労務または無形資産の出資を行うことは法律的に可能であり、認められています。課税

上の取扱いは、一般に認められている会計上（税務上）のルールに従います。 

労務の出資は、パートナーシップにおいて資産とみなされないため、パートナーは出資持分をゼロと

して認識します。 

無形資産の出資の場合、その課税関係は少し複雑になります。出資以前に無形資産が個人投資と

して保有されていた場合、パートナーシップは無形資産を時価により計上しますが、実務上、そのよ

うな資産が実質的に時価を有することを証明することは、一般的に難しいと考えられます。一方、パ

ートナーが当該無形資産を事業目的で使用していた場合には、異なるルールが適用され、パートナ

ーシップにおいて、簿価で資産計上されます。 

(4) 新規パートナーが加入した場合の既存パートナーの課税関係 
 

パートナーの新規加入は、パートナーシップへの出資形態が、金銭出資、現物出資、労務の出資の

いずれによる場合であっても、既存のパートナーに課税関係を生じさせません。新規パートナーが、

加入にあたりパートナーシップ資産の帳簿価額を超える金額を支払う場合、当該超過額は補助的貸

借対照表に反映され、償却資産の場合には将来において費用化されていくことになります。 

 

4. パートナーシップ脱退時における各パートナーの課税関係 
 

(1) パートナーシップ脱退時または解散時に最終分配を受けるパートナーの課税関係 
 

パートナーがパートナーシップからの脱退、またはパートナーシップの解散により、最終分配を受け

た場合、原則として、パートナーシップ持分が売却されたものとして課税されます。分配が金銭か金

銭以外の資産かによる違いはありません。結果として、パートナーシップ持分の簿価（tax base）と分

配される資産の時価（および金銭との合計額）との差額が収益として認識され、個人所得税および法

人所得税が課されます。解散の場合、一定のパートナーに一部控除および特別税率20が適用され

る可能性があります。 

金銭以外の資産を出資したパートナーに当該資産による最終分配（現物償還）が行われる場合も、

パートナーが出資以前に当該資産をどのような用途で使用していたかに関わらず、上記の原則的な

規定が適用されます。つまり、出資以前に当該資産を事業用資産として使用していたか、非事業用

資産として使用していたかに関わらず、パートナーレベルで課税が生じることになります。 

また、それぞれのパートナーにおいて、分配されるパートナーシップ資産の時価とパートナー持分の

簿価（tax base）との差額について、事業所得として課税されます。 

(2) 脱退パートナーへの最終分配による他のパートナーの課税関係 
 

上述のとおり、パートナーシップ脱退時の最終分配は脱退するパートナーにおいて課税関係を生じ

ますが、他のパートナーについて課税関係は生じません。 

                                                             
20  主としてパートナーシップ持分を譲渡する 55 歳以上の個人に一部控除と特別税率が認められます。 
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5. パートナーシップに関する租税回避防止規則 
 

(1) パートナーシップまたはパートナーに適用される租税回避防止規則 
 

ドイツ税法では、パートナーシップが見せかけ、または不正なスキームと見なされる場合には、法律

で定められた一般的な租税回避防止規則が適用される可能性があります。パートナーシップについ

ては、多数の判例法により、特に、同じ行動を取る同族（ファミリーメンバー）により実質的に保有され

たパートナーシップについて、許容されるタックスプランニングとそうでないものとの区分が明らかにさ

れています。 

また、リミテッドパートナーに対して、損失の取込み制限が適用されます。リミテッドパートナーは、負

担しているリスクを上限として（at risk）、パートナーシップから配賦された課税上の損失を損金として

他の所得から控除することができます（各損失は時期以降の課税事業年度に繰り越すことができま

す。当該損失はパートナーの同種の持分から生ずる利益と相殺することができます）。この At-risk-

rules は当初の出資金額を超える損失の取込みを制限するために設けられています。 

(2) その他パートナーシップの事業内容等による租税回避防止規則 
 

課税当局および裁判所は、事業の種類というよりもむしろ、いわゆる同族パートナーシップについて

厳しいガイドラインを示しています。原則として、不正なスキームの疑いがない限り、税務上の損益配

賦は、契約において各パートナーが締結した条件に従って行われます。課税当局は、同族パートナ

ーシップにおいて不正の可能性があると考えています。同族パートナーシップは、利益相反がない

ファミリーメンバーにより締結されるパートナーシップにリキャラクタライズされることがあります。パート

ナーシップの契約上の取決め、および（または）実際の履行が独立第三者間の基準に従っていない

と認められる場合には、パートナーシップ利益の再分配が行われる可能性があります。 

 

6. パートナーシップ持分を第三者に譲渡した場合の各パートナーの課税関係 
 

(1) パートナーシップ持分の譲渡益の所得区分 
 

パートナーシップ持分の譲渡は一般的にパートナーシップから生じる通常の所得と同様の所得区分

において行われたものとされます。すなわち、事業を行うパートナーシップ持分の売却は、パートナ

ーシップ持分を売却するパートナーの事業所得とされます。その結果、パートナーシップ持分の簿

価（tax base）と譲渡される資産の時価（および金銭との合計額）との差額により生ずる譲渡益には、

所得税が課されます。上述の通り、パートナーシップの解散の場合、一定のパートナーに一部控除

および特別税率が適用される可能性があります。 

一方で、受動的な投資活動を行うパートナーシップ持分の譲渡についても、原資産の課税関係に従

い取り扱われます。つまり、キャピタルゲイン課税におけるパートナーシップ持分の売却は、パートナ

ーシップ持分とともに間接的に譲渡される原資産に対する税務上の取扱いに従うことになります。し

たがって、仮に（譲渡されたとみなされる）投資資産の譲渡が課税されないのであれば、パートナー

シップ持分の譲渡もそれに従って課税されないこととなります。 
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(2) パートナーシップ持分の基準原価の算定方法 
 

パートナーシップ持分の基準原価は、パートナーシップ持分と交換される譲渡資産の時価と同額とさ

れます。パートナーに分配される課税利益は基準原価を増加させ、分配される損失は基準原価を減

少させます。ただし、リミテッドパートナーに対しては、そのような評価減はパートナーが負うリスクまで

に（通常はゼロになるまでに）限定されます。 

 パートナーによる労務の出資の場合、パートナーにおける基準原価はゼロとなります。 

(3) パートナーシップ持分の譲渡による他のパートナーの課税関係 
 

あるパートナーの持分の譲渡が、他のパートナーに対する課税関係を生じさせることはありません。 
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本書は概略的な内容を紹介する目的で作成されたもので、プロフェッショナルとしてのアドバイスは含まれてい

ません。個別にプロフェッショナルからのアドバイスを受けることなく、本書の情報を基に判断し行動されないよう

お願いします。本書に含まれる情報は正確性または完全性を、（明示的にも暗示的にも）表明あるいは保証する

ものではありません。また、本書に含まれる情報に基づき、意思決定し何らかの行動を起こされたり、起こされな

かったことによって発生した結果について、プライスウォーターハウスクーパース、およびその職員、代理人は、

法律によって認められる範囲においていかなる賠償責任、責任、義務も負いません。  

  

 2012 税理士法人プライスウォーターハウスクーパース  無断複写・転載を禁じます。 

本書において、PwCとは、税理士法人プライスウォーターハウスクーパース、または、プライスウォーターハウスク

ーパース インターナショナル リミテッドのメンバーファームを指しています。各メンバーファームは別組織となっ

ています。 

 

Heading 1—section 
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